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世紀後半における重工業の発展に伴 う固定資本の巨大化,資 本の回転期間の長期化,資 本移動
の流動性の阻害が,自 ず と企業形態 としての株式会社制度の展開 を要請することを解明 し,そ
の制度に基づ く銀行 との強い結合関係 に即 して,こ れを支配的資本 としての 「金融資本」と規
定 した(宇 野 〔1971〕151-61頁)。しか し,か かる規定において 「典型」の座に着いたのは,
「世界の工場」 として資本主義の発展 を主導 したイギ リス資本主義ではなく,19世紀央以降,
イギ リスを激 しく追撃 し,いずれは植民地領有を巡 って帝国主義戦争たる第一次世界大戦を交
えることになる当時の後進国,ド イッ資本主義であった。その一方で,イ ギリス資本主義自体
は,産 業企業の個別的蓄積が重 きをなし株式会社制度の採用が遅れω,む しろその海外投資に
おいて 「金融資本」化 を実現する 「特殊」 な形態(2)として規定 されている(宇 野 〔1971〕187,
191,215頁)。
また,宇 野氏は,か かる 「金融資本」の蓄積様式について 「資本構成の高度化に伴う相対的
過剰人口の形成 は極度に促進される」が,そ の反面 「旧設備を利用 し 〔つつ,並 行 して〕…新
しい方法を:採用 しながらもますます多 くの労働者を雇用する」(宇野 〔1971〕183-4頁)と,相
矛盾する側面 を併記 している。 これに対 し,森恒夫氏は,む しろ 「『旧設備を利用 しうる限 り,
利用』す ることは蓄積の停滞 を意味 し,失業の増大をもたら」す資本蓄積の消極的側面であり,
他方,「技術革新投資は投資需要を喚起 し景気 の拡大 雇用の増大をもたらす」(森 〔1991〕
11頁)ことはその積極的側面であるとして,宇 野説の不整合(3>を突いている。さらに,積極的
側面では 「広汎な金融的関連をもつ巨大株式会社 〔は〕…巨大な資本調達力 〔を有 し〕…過剰
資本=過 剰生産力の整理が,金 融資本の資本力 と広汎な生産の関連性 を背景 として計画的に大
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規模 に行 なわれうる」。一方,消 極的側面では 「典型的な市場独 占においては,そ れが有効で
あれば価格の吊 り上げない し高水準の維持 を結果 〔するが,そ れは〕…生産制限 投資制限
を伴わざるをえず…資本蓄積のペース抑制 となり…未償却の多額の固定資本 を擁 しているとき
…経済全体に停滞的影響 を与 える」(森 〔1991〕17-8頁)としている。 とはいえ,か かる金融
資本の蓄積様式において,積 極面ない し消極面のいずれの側面が強 く現れるかは歴史的具体的
に異な り,世界経済の構造 を含めた諸条件 との関連で確かめる以外にはない とも留意 し,その
さらなる解明の余地を現状分析 に求めている(森 〔1991〕18頁)。
本稿 では,「金融資本」の蓄積様式に関するかかる議論を足掛か りに,両 大戦間期のイギ リ
ス資本主義(4)にあって,着 実な発展 を遂げつつあった 「新産業」(5)の一角 を成す化学産業一
帝国主義段階における基軸産業としての重化学工業一 において,大 規模合併の末に成立 した
巨大総合 化学企 業,イ ンペ リアル ・ケ ミカル・インダス トリーズ社(6)(ImperialChemical
IndustriesLtd.:ICI社)一宇野氏が典型 とした ドイツ 「金融資本」とは異 なるものの,株 式




る金本位制復帰,さ らには翌1926年の炭鉱大ス トライキを契機 に落ち込み をみせた。その後,
1927年には回復 局面 に入 り,「旧産業」の再編 ・合理化 も一定の進展 をみせつつあったが,




第一次世界大 戦は,化 学産業(8)において有機化学 に基礎 を置い た精製化学製品(9)(fine
chemicals)の需要を急増 させた。 しか し,同分野で圧倒的な市場 占有率 と技術力㈹を誇 ってい
たのは ドイッ化学産業であ り,な おかつ1925年9月には大規模 な資本集中によってIGファル
ベ ン社が成立 し,その国際競争力はなお一層強化されん としていた。その一方で,重化学製品
(heavychemicals)分野 を主要な事業領域 としていたイギリス化学産業は,大 戦の過程で図 ら
ず もその対外的競争力の脆弱性 を露呈 し,大戦終結以降,主 要化学企業のいずれもが,大 規模
な過剰資本 を抱 え込んで,経 営効率の悪化ωに苦悩するなど,イ ギリス化学産業全体が,国 内
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外 にわた って極 め て 「危機 的 な状 況」(acriticalsituation:ICI〔1955〕p.5.)に直面 してい た。
その結 果,個 別化学企 業のみ な らず,イ ギ リス化 学産業全 体 を防衛 す るこ とが急務 の課題 と
な り,つ い に1926年12月,イ ギ リ ス を代 表 す る化 学 企 業4社 一 ブ ラナ ー ・モ ン ド社
(Brunner,Mond&Co.Ltd.:無機 重 化 学 部 門),ノ ーベ ル ・イ ン ダス トリー ズ社(Nobel
IndustriesLtd.:爆薬 ・金 属部 門),ユ ナ イテ ッ ド ・アル カリ社(theUnitedAlkaliCo.Ltd.:無
機 重化学 部門),ブ リテ ィ ッシュ ・ダイス タ ッフズ社(theBritishDyestuffsCorp.Ltd.:合成染
料 部 門)一 の大規模 合併 に よ り,そ の社 名 に 「帝 国」(Imperial)を冠 した巨大総 合化 学企
業ICI社(1⇒が誕生す るに至 った。その規模た るや,授 権資本額6500万ポ ン ド,発 行資本額5680万
2996ポン ド(13,(Reader〔1975〕p.20.),1927年の使用 資本額7280万ポ ン ド,売 上 総額2690万
ポ ン ド,雇 用者数4万7000人 にのぼ る(19(第1表参 照)。 また,化 学 産業 の純産 出高 に 占め る
その比 重 は40%(15(Hays〔1973〕p..17.)に達 し,「1930年の 製造業最 大50社」 で も第3の 規
模⑯を有 す るな ど,「両 大戦 間期 の製造 業 にお ける最大 の合併」(Hannah〔1983〕p.70.邦訳86
頁)に よって,化 学 産業の み'ならず イギ リス産業 にお い て も極 めて 「独 占的」 な地位 を確立 す
る こと となった。
ところで,旧4社 は,何 を意 図 して かか る大規模 合併 を推進 したの か。 その国内外 にわたる
事業展 開 に即 してみ れば二点が指摘 で きよう㈲。第 一 に,対 外 的にみれ ば,主 要諸国化学 企業,
と りわけIGフ ァルベ ン社 に対 して強 い脅威 一 特 に海 外事 業 にお け るそれ一 を抱 きつつ,
旧4社 の いず れ も,独 自に これ に対 抗 しうる勢力 た りえ なか っ た。従 って,ICI社の成 立 は
「イギ リス化 学産業 を して,同 等 の条 件下 で,他 国の類似 す る大規模 グルー プへ の対処 を可能
な らしめ る」(ICI社会長 アル フ レッ ド ・モ ン ド卿 〔SirAlfredMond〕後 の初代 メル チェ ッ
ト卿 〔thefirstLordMelchett〕:S∫α'`s'〔300ct1926〕p.644.)ため であ り,「我 々は,態 様
に おい て帝 国的で あ り,ま た名称 にお いて も帝 国的」(モ ン ド会長=ICI社杜 長ハ リー ・マ ッ
ガ ワ ン卿 〔SirHarryMcGowan〕一 後 のマ ッガワ ン卿 〔LordMcGowan〕:Reader〔1975〕
p.8.)たらん と志 向す る もので あった。
第二 に,国 内的 にみれ ば,大 戦終 結以 降,旧4社 一 換言 す るな らイギ リス化学 産業 それ 自
体一 が非効率 的で過剰 な生産設備 を抱 え,経 営危機 に瀕 してい た以 上,そ の再建 にあ たって
は,各 社 の事業 再編成 と合 理化一 過剰設備 の廃棄,効 率的 設備 ・部 門へ の集 中 ・特化一 が
不 可避 となって いた。従 って,ICI社の成 立 に よって 「二重 あ るいは部分 的 に重複 した資本へ
の不 必要 な支 出 を抑 制 し,既 存事業 の発展 や新た な化 学産業 の創 出 に対 して,商 業的,技 術 的
に大 いな る効果 が もたiらされ る」・(モン ド会 長:S'α'ゐ'〔300ct.1926〕p。644.)よう,徹 底 し
た 「再 編 成 と集 中」(reorganizationandconcentration)を企 図す る もの であ った(Reader
〔1975〕p。7.)。なか んず く,持 株 会社 と して多額 の資 金 と株式 を所 有 し,「合 理化 と組 織化」
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(rationalizationandorganization)を達成 しなが らも,経 営資源 の有効 な投 資先 を見 出せず にい
た ノーベル ・イ ンダス トリーズ社 とビリ ンガ ム工場 のア ンモ ニア合成事業 に代表 され る成 長途
上 に あ る 経 営 資 源 を所 有 しつ つ も,組 織 化 で は 初 期 段 階 にあ っ た ブ ラ ナ ー ・モ ン ド社
(Reader〔1975〕p.3.)相互 の長 所 を強化 し,短 所 を補 完⑱す る こ とが期待 されて いたの であ
る。
2.ICI社の事 業再 編成
さて,成 立 したICI社自体 は,持 株会社(1助とい う形態 を採用 し,当 初 は旧4社 を子 会社⑳と し
て,従 来 どお りの事業 形態 で管理 ・運営 しつつ,積 極的 な企 業 の取得 ・設立 を基礎⑳に,非 効
率 的工 場 ない し生産設備 の 閉鎖 ・廃 棄,効 率的工場 ない し生産設 備へ の特 化 ・集 中,再 編成⑫
を断行 す る こ ととなった。既 に,ICI社成 立直前 の1926年,合併後 に向 けて染料部 門 を よ り強
化 す べ く,ブ リテ ィッシ ュ ・ダイス タ ッフズ社 に よって,同 部 門の大 手企業,ス コテ ィ ッシ
ュ ・ダ イズ社(ScottishDyesLtc.)が吸収 されて いたが(Fox〔1987〕p.173.),同社成立 後の
1927年には,ま ず ブラナ ー ・モ ン ド社 が,広 範 な需要 を有 す る シア ン化 ナ トリウム企 業,カ
ッセ ル ・サ イアニ ド社(CasselCyanideCo.Ltd.)を取 得 した(Hardie/Pratt〔1966〕p.138.)。
さ らに,翌1928年 には特 に非鉄 金属 部 門の強化 にあた り,既 存 の冷 間加工工程(cold-worked
processes)に対 して脆 弱 であ った熱 間加工 工程(hot-workedprocesses)を確立 すべ く,ブ リ
テ ィ ッシュ ・カパ ー ・マ ニュ フ ァクチ ュア ラーズ社(BritishCopperManufacturersCo.Ltd.),
エ リオ ッッ ・メ タル社(Elliott'sMetalCo.Ltd.)を取 得 し,1929年にはチ ュー ブ企 業,ア レ
ン ・エ ヴェ リ ッ ト社(AllenEveritt&SonsLtd.)を買収 している(Reader〔1975〕p。14;ICI,
Ann.R勿.〔1928〕p.7.)。こ う して,ほ ぼ1928年には再編成 に向 けての企業取 得 も終 え,非 鉄
金属 部 門 を中心 と した集 中 ・統合 が完了 し,同 年9月 末 には持株 会社 として ほ とん ど機 能 を果
たす こ との なか った ノ ーベ ル ・イ ンダ ス トリーズ 社 が正 式 に解 体 され た(ICI,Ann.Red.
〔1928〕p.11.)。
そ して,1929年央 に はICI社管理mの 下,旧4社 の事 業 は以 下 の8グ ル ープ(Group)一
1931年には 各 グ ルー プが 子 会 社 へ と移 行 し,さ らに そ の後 グル ー プ=子 会 社 は 「部 門 」
(division)とな る に再 編成 され た。 す なわち,① アルカ リ ・グル ープ(AlkaliGroup)一
ICI(Alkali)Ltd.,②一 般化 学製 品 グル ー プ(GeneralChemicalsGroup)一IC](General
Chemicals)Ltd.,③ビ リンガム ・グルー プ(Bil㎞ghamGroup)ない し肥 料 ・合成 製品 グルー
プ(FertilizerandSyntheticProductsGroin)一ICI(FertilizerandSyntheticProducts)Ltd,,
④ 石灰 グルー プ(LimeGroup)ICI(Lime)Ltd.,⑤染料 グル ープ(DyestuffsGroup)一'
ブ リテ ィ ッシュ ・ダイ ス タ ッフズ社(社 名 変更せ ず),⑥ 爆 薬 グルー プ(ExplosivesGroup)
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一ICI(Explosives)Ltd.,⑦金属 グル ー プ(MetalsGroup)一ICI(Metals)Ltd.,⑧塗
料 ・人造皮革 グループ(PaintsandLeatherClothGroup)一ICI(Rexine)Ltd.であ り,こ の
うち①,② が ブラナー ・モ ン ド社お よびユ ナイテ ッ ド ・アル カ リ社,③,④ が ブラナー ・モ ン
ド社,⑤ が ブ リテ ィッシュ ・ダイ ス タッフズ社,⑥,⑦,⑧ が ノーベ ル ・イ ンダス トリーズ社
の 旧事 業 を継承 した(Hardie/Pratt〔1966〕pp.114-5;Fox〔1934〕Chartonpp.16・7。)。
3.ア ンモニア合成 事業 の拡 大
さて,ICI社が,既 存 事業 の再編 成 と並行 して,そ の社運 を懸 けて展 開 した事 業 こそが,ア
ンモ ニア合成 事業=窒 素肥料 事業㈱であ り,国 内外市 場 に対 して窒 素肥料 の供 給 を図 るべ く,
1920年代 後 半か ら30年代初 頭 にか けて極 めて大規 模 な設備投 資 を試 み てい る。 ア ンモ ニア合
成 事業 それ 自体 は,ブ ラナー ・モ ン ド社の下 で,シ ンセテ ィック ・ア ンモ ニア ・アン ド ・ナ イ
トレーッ社(SyntheticAmmoniaandNitratesLtd.)の事業 と して,1924年にビ リンガ ム工場㈲
にお いて最初 の商業 的規模 を有す る第2号 装 置 が,1928年には第3号 装 置 が運転 を開始 し,第
2号装 置 につ いて は1927年か ら30年に かけ て年産8万 トンか ら9万 トンの硫 酸 ア ンモニ ウム
(窒素換 算 で1万6000から1万8000トン)を,第3号 装 置 につい て は1929/30年肥料 年度 に同
23万 トン(同4万6000ト ン)の 生 産 を達 成 して い た(Haber〔1971〕p.292.邦訳447頁;
Parke〔1957〕pp.103-4.)。ICI社成立 後 に は肥料 ・合成 製 品 グルー プの事 業 として,第4号 装
置お よび第5号 装 置が そ れぞれ1929年央,1930年央 に完 成 し,同 工 場 は最終 的 にお よそ年 産
同98.t万トン(同21万 トン)を 可 能 とした(Reader〔1975〕p.112.)。
ま た そ の 一 方 で,農 業 研 究 ・開発 部 門 を強 化 す べ く,1927年 に は メ イ デ ンヘ ッ ド
(Maidenhead)に農場 と と もに世 界初 の 商業 的 農業 機 関 と して ジ ロ ッツ ・ヒル農業 研究 所
(Jealott'sHillAgriculturalResearchStation)を開設 している(Brau holtz〔1982〕p.478.)。さ
らに,翌1928年 に は持 株会 社,ス コテ ィ ッシュ ・アグ リカルチ ュ アラル ・イ ンダス トリーズ
社(ScottishAgriculturalIndustriesLtd.)を設 立 し㈲(ICI,Ann.Rep.〔1928〕p.6.),混合肥料
企業 の統合 お よび同肥料 販売会社 の吸 収 を通 じて,最 終 的 には国内肥料市 場の 「独 占」 を図 ろ
う㈲と もしてい る(Reader〔1975〕pp.106-7.)。この 間,1927年か ら30年にか けて,一 連の ア
ンモニ ア合成 事業 に対 してな され た設 備投資㈱は,総 額2000万ポ ン ドを超 え る巨額 にの ぼって
お り(Reader〔1975〕p.101.),同事業 は まさにICI社発 展 の礎 であ った。
ICI社が,か かる積極 的事業 展 開 を試 みた背景 には,従 来,過 燐 酸肥料 に依存 してい たイギ.
リス農民 の需 要 を窒 素肥料 に振 り替 え,さ らには予 想 され る世界 農業 の拡大 に伴 って,海 外,
と りわけ帝国諸地域 への一層 の輸 出強 化が可 能で あろ うとい う,世 界窒 素肥料市場 の 「将来 に
対 す る楽 観的 な見 通 し」㈲があ った(Reader〔1975〕pp.99-100,)。しか し,世 界大 恐慌 の発 現
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を前に して,ICI社がその発展を懸けて依拠せん としていた世界農業=窒 素肥料市場崩壊の序
曲は,既 に始まっていたのである。
4.財務 ・収益 ・雇用状況:1927-1929年
最後に,成 立後間もないICI社の経営指標 を概観 しておこう。同社の授権資本額は,1928年
に7500万ポン ド,翌1929年には一挙に9500万ポ ンドにまで引 き上げられ一 これ以降,両 大
戦間期 中に増資 されることはなかった一(ICI,、4〃π.Red.〔1928〕p.16,〔1929〕p.9.),これ
に応 じて発行資本額 も大幅 に増額 された。 こうして調達 された資金は,ICI社の発展 を企図 し
た極め大規模 な設備投資一 もちろん,そ の主たる対象は,ビ リンガム工場 におけるアンモニ
ア合成事業であった一 に振 り向けられ,使 用資本額は年々増額されて,1927年から29年の
各年になされた資本支出は1930年代のそれをはるかに凌 ぐものG◎となった。 また,売 上高,利
益,使 用資本利益率などの経営指標についても,景気 回復に即 して一 あるいは,合 理化およ
び組織化のある程度の成果 としてJll頁調 に推移 してはいる。 しか し,1929年には各指標 の伸 び
に鈍化が生 じ,と りわけ利益および使用資本利益率が低下 しは じめるなど(第1表 参照),頭
打ちとなったイギ リスの景気回復,さ らには大恐慌の影響が既にICI社にも波及しは じめていた。
五 恐慌過程 における事業展開1930-1933年
1929年10月のニ ュー ヨーク株 式市 場 の崩壊 に端 を発 した恐慌㈱は,「その 長 さにおい て もそ
の激 しさにお いて も,史 上最 大の景気 後退」(Lewis〔1949〕p.52.邦訳65頁)と して イギ リス
に も波 及 した。 とはい え,イ ギ リス資 本 主義 の場 合,「20年代 に好 況 の恩 恵 に十分 あ ず か ら
〔ず〕」(Arndt〔1944〕p.19.邦訳16頁)「 国内市場 が比較 的 に良 く維持 され てい た」 こ ともあ
って,ア メ リカや ドイ ッに比 べ れば景気 の下 降は浅 く早期 に回復 をみ てい る(森 〔1988〕148
頁)。 それ で も,イ ギ リス の恐 慌 自体 が 海外市場 の収縮=輸 出の減 少 に規 定 されて いた ため に
(Amdt〔1944〕p.19-20.邦訳16頁;森 〔1975〕145頁),国内市場 は も とよ りイギ リス帝 国諸
地域 を中心 に後 進諸国 な ど広 範 な海外 市場 を有 してい たICI社に とっては,や は りその衝撃 は
顕 著 な もの であ った(Reader〔1975〕p.116.)。その結 果,対 外 的経済 関係 をよ り有利 に導 び
かん と して,1931年9月には再建金本 位制 を離脱 し平価 を切 り下げ,翌1932年2月 には一連 の
保 護 関税 に続 いて 「輸 入 関税 法」働(theImportDutiesAct)を成立 させ,さ らに1933年には
「オ タワ協 定」(theOttawaAgreement)を締結 するな ど,イ ギ リス資本 主義 は,雪 崩 を打 って
「保 護主 義」=「 ブ ロ ック化」 を推 し進め,い ず れは帝 国主義列 挙 のそれ を も助長 す る こと と
な った。本節 で は,恐 慌下の1930年か らICI杜の業績 が恐慌前 のそれ を超 えて回復 基調 に乗 っ
た1933年までの期 間につ いて,そ の事業 展 開 を叙述 す る。
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1.ア ンモニ ア合 成事業の挫 折
最 大 の窒 素肥料 需要 を誇 る世界 農業 は,1925,26年頃 よ り農 産物 のス トックが増大 しは じ
め,1928年か らはその増 勢 が速 ま りなが らも生産 の縮小 をな しえず,遂 には世界 大恐 慌 と も
相 侯 って1931年には農 産物,原 料価 格 の急激 な低 下 を惹起 した(渡 辺 〔1975〕228,257頁)。
一方 ,IGフ ァルベ ン社 や チ リ硝 石 との競合,コ ー クス炉 や ガス炉の 副産物 と しての硫 酸 ア ン
モ ニ ウムの生産増 大に伴 って,大 恐慌 前 にはその過剰 が顕著 な もの とな って いた世界 の窒 素肥
料 工 業㈲で は,農 業部面 の窒 素消 費量が1929/30年窒 素肥料年 度の175万トンか ら1930/31年度
の145万5000トンへ と急落 した(Economist,Com.Hut.&Rev.〔1932〕p.48.)。さらに,生 産能
力 の稼働 率 で は,ア ンモニ ア合成事 業 に限 って も,1930/31年度 に42.5%,1931/32年度 に は
37.5%へと低下 し(Reader〔1975〕p.145.),工業用 も含 む生 産量 に対す る全 窒素 生産能力 に至
って は,1929年です ら240万4200トンに対 して327万8000トンで あ った もの が,景 気 が 回復
基調 に入 った1933年には189万4800トンに対 して495万5000トン(Stocking/Watkins〔1947〕
Table10.)と,'過剰生 産能力 はなお一層増 大餌)するばか りであ った。
そ して,か か る世界 窒素 肥料工 業 をめ ぐる状 況 は,自 ず とICI社のア ンモニ ア合 成事業 を も
窮 地 に追 い込 み,そ の野望 を見 事 に まで打 ち砕 くこと となった。1930年,まず 国 内市 場 で の
一 その 時点 で海外=極 東 市場 は なお 「拡 大」(expansion)してい た一 販 売量 が25%減 少
し,さ らに翌1931年に は海外 市場 も含 め て一 極 東 市場 も 「縮 小」(receded)しは じめ た
一19%の 下落 とな って,国 内外 市場 か ら大 きく後 退 してい った(ICI,Ann.Red.〔1930〕pp.
(}7,〔1931〕pp.5-6.)。1929年には830万ポ ン ドであ った肥料 ・合成製 品 グループ に対 す る物 的
資 産投 資額 が,1930,31,32年には170万,30万,9万3677ポン ドと激 減 し(Reader〔1975〕
P118.),1931年時点 で 同 グルー プへ の投下 資本 額2240万ポ ン ドに対 して,そ の売 上総 額 が
360万ポ ン ド,純 取引利 益 が4万5506ポン ドで,投 下資 本利益 率 は0.2%にす ぎず,遊 休財 産 ・
工 場 の総額(thetotalvalueofthepropertyandplantnotinproduction)は,投下資本 額の ほぼ
50%に等 しい1104万5206ポン ドにのぼ った(Reader〔1975〕Table8.)。
既 に1929年末,ICI社首脳 陣 は,ビ リンガム工場 の生 産能力 がその需 要 をはるか に超 える水
準 で あ る こ とを認識 し,早 々 に 同工 場 の 「閉鎖」(shutdown)を表 明 して いた が(Reader
〔1975〕pp.111・2.),結局 同 グル ー プの資 産 を維 持 しつづ け る だけ で 出費 にな る と して,
1931年か ら始 まった 同事 業 の資産抹 消 政策 に伴 い,1934年まで にその資 産項 目の うち454万
9587ポン ドの抹 消 を断行 した(S'α'∫5∫〔16Apr.1932〕P618;Reader〔1975〕P158.)。こ う
してICI社の発 展 を懸 けた大 規模 事業 は,そ の成立 後 わず か5年 に して完全 に頓挫 す る に至 っ
た のであ る。






重化学製品事業 についてみれば, 第2表ICI社のグループ別売上高・使用資本 ・利益
恐慌 の衝 撃 は,ま ず1930年,繊 維
産業 お よび亜鉛 メ ッキ産業 の不振 に
伴 う,同 製 品売 上 量 の前 年 比14%
の減 少 となって顕在化 した。 さらに
翌1931年,同 事 業 の 主力 で あ る ア
ルカ リ製品 の売上量 は,国 内で こそ
「わず か な低下」(triflingfall)に留
まった もの の,ア ル カリ製 品に大 き
く依 存 した両 事 業 の 海外 輸 出量 は
「大幅 な減少」岡(sharpdecline)を
示 す に 至 っ た(ICI,Ann,Red.
〔1930〕p.6,〔1931〕p.5。)。この結
果,1931年Gオにはア ルカ リ ・グル ー
プ にお い て,需 要 を40%上 回る過
剰生 産能力 を抱 えて人員削 減が始 ま
り(Reader〔1975〕p.118.),一般
化学 製 品グル ープで も,管 理組織 の
改 革 や工場 の統 合劔な どに よる合理
化 が 推 進 され つ つ あ った(Hardie
〔1950〕pp.203-4.)。




















































































































































































化学製 品:ア ルカ リ製品,一 般化学製品,石 灰,
塩製品;ペ イン ト:人造皮:革;染料:精 製化学製
品;農 業:人 造石油,ビ リンガム ・グループの
「その他」 の事業。
出所:Reader(1975)App.II,Table2.
しか し,1932年に もなる と産業活動 が 回復㈲に向か いは じめ た国内市場 は もとよ り,極 東 に
おけ る競争 が なお一層激化 して いた海外 市場 にお いて も,ア ル カ リ製 品の売上 は前年比 増に転
じ,1933年,ア ル カ リ ・グル ープ は工 場拡張 に着 手 す るな ど,現 実 資本 の蓄積 拡大 に向かい
は じめ た。 また,塩 素 製 品お よび酸製 品 も,新 製 品 の市 場投 入 に伴 って成 長 を遂 げ は じめ,
1933年に は企 業買 収 の余 裕 もみせ るな ど,一 般 化 学製 品 グル ープ も回復 基 調 に乗 って い る
(ICI,ノ1朋.Rep.〔1932〕pp.4-5,〔1933〕pp.4-5,〔1934〕p.5;Economist〔15Apr.1933〕p.
829.)。
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この結果,イ ギリス(事 実上はICI社)によるアルカ リ製品(ナ トリウム化合物)の 輸出
量㈲は,恐 慌によって大幅 に減少 したものの,1933年には増勢に転 じている(第3表 参照)。
重化学製品事業の業績に至っては,1932年時点で,外 部売上高,取 引利益,使 用資本利益率
ともに,他 グループを凌いでお り(第2表 参照),アルカリ製品を中核 とした重化学製品事業
が,と りわけ国内市場の早期回復 に牽引されつつ,「相対的」に安定 した事業を展開 して,恐
慌過程において激 しく動揺 したICI社の収益基盤を根底で支えつづけていた。
第3表 イギリスの主要化学製品輸出1
年 ナ トリウム 硫 酸 染 料 塗装 ・印刷
化合物 アンモニウム 塗料 ・材料































単 位:価 格100万 ポ ン ド;重 量1000cwts(=50,800kg)。
註:1価 格 と重 量 の 輸 出 項 目 は 必 ず し も一 致 し な い 。
出 所:価 格 は1927-37年の ナ トリ ウ ム 化 合 物,硫 酸 ア ン モ ニ ウ ム,染 料,塗 料 ・印 刷 塗 料
材 料 がGB,S'砿 、4わs蹴(1927-37),1939年の ナ ト リ ウ ム 化 合 物,硫 酸 ア ン モ ニ ウ ム,
染 料,塗 料 ・印 刷 塗 料 材 料,1927-39年の高 性 能 爆 薬 がGB,、4朋.State,(1927-39);重
量 はGB,Ann.State.(1927-39)より算 出 。
一方,国 内において主に衰退産業たる石炭産業および公共事業 に各種爆薬を供給 していた爆
薬事業は,1930年以来,石 炭採掘量の減少,公 共事業の削減 に伴い,一 貫 して販売量が低下
し,1933年に至ってわずかに石炭産業へ の供給が横這い となったものの,国 内においては厳
しい状況㈹に置かれていた(ICI,Ann.Red.〔1930〕p,6,〔1933〕p.5.)。また,そ の輸出量(42,
一 安全性 および費用の点から現地生産体制を採用 し,そ の比重は比較的低かった一 は,
1932年には増大に転 じているものの,い ずれの製品よりも激 しい低下を示すなど,海外市場
において も苦戦を強いられていた。 とはいえ,恐慌期にあって,同 事業は,外 部売上高を減少
させつつ も,国 内市場の 「独占」 と合理化の進展によって比較的高い使用資本利益率 を示 して
いる(第2表 参照)。
最後 に,金 属製品事業(43)については,1930年か らやや売上の低下を示 したが,1932年には造
船産業の停滞および鉄道部門の需要低下によって幾分相殺 されつつも,自動車および電機産業
両大戦間期におけるインペリアル ・ケ ミカル ・インダス トリーズ社の事業展開 一59
の需 要 回復 に伴 い,売 上 は 「極 め て満足 の ゆ く拡大」(verysatisfactoryexpansion)を呈 しは
じめた。 また,一 方 では多額 の支 出を負 い なが らも,生 産設備 の効率化 を図 るべ く,数 年 にわ
たってそ の集中 と近代 化 に努 め,資 本蓄積体 制 を強化㈱しつつ もあった(ICI,Ann.Red.〔1930〕
p.8,〔1932〕p.6,〔1933〕p.7.)。総 じてみ れば,同 事業 は,多 額の設備投 資 に よって使用資本
利益 率 を低下 させ なが らも,ICI社成立以 来,積 極 的 に展 開 して きた金属 部 門の再編成 による
広 範 な需 要の獲 得 が実 を結 び,恐 慌 期 に あ りなが ら外部 売 上高 を増 大 させ てい る(第2表 参
照)。
3.財 務 ・収 益 ・雇 用 状 況:1930-1933年
恐慌 ・回復 過程 におけ るICI社の業績 をみ る な ら,売 上高 は1929年を頂点 に して,翌1930
年 には急 減 し,利 益 お よび使 用資 本利益 率 は と もに1928年を最高 に,1931年には底 に達 し,
普 通株 の配 当率 も1931年まで に大幅 に下落 して い る。 しか し,1931年には早 くも売上 高が増
大 に転 じ,1933年には主 な経営指 標(普 通株 配 当率の み1934年)が,恐 慌前 の業 績 を回復 す
る な ど,そ の立 ち上が りは極め て順調㈲であ った(第1表 参照)。 さ らに,減 価償 却 も恐 慌過程
の1931年に は急増 して恐 慌前 を凌 い でい る。 また,本 社 勘 定 と して設 け られ てい た 「陳腐
化 ・減価 償却 中央基金 」㈹(theCentralObsolescenceandDepreciationFund:「中央 基金」)
お よび 「一般留 保」(theGeneralReserve)をみる な ら,「中央基金 」 は業績 が最 も悪化 した
1930年です ら50万ポ ン ドを留 保 し,1931年以 降は100万ポ ン ドを維持 しつ づけ,「 一般留保 」
も1932年に50万ポ ン ドで再度 留保 しは じめ,1933年以 降や は り100万ポ ン ドを保つ な ど,イ
ギ リス資本主義 の早期 回復 と同社 の高度 な 「独 占」 を背景 に,一 面 で はその資本 蓄積 力 を十二
分 に発 揮 したか に見受 け られ る。
しか しその 一方 で,恐 慌 前 に引 き上 げ られ た授 権 資本 額 は,回 復 過程 にお いて も9500万ポ
ン ドに留 ま り(ICI,Any.Red.〔1933〕p.10.),発行資本 額 は微増 したにす ぎず,使 用 資本額 に
至 っ ては減少傾 向 を示 してい る(第1表 参 照)。 さらに,1931,32,33年には183万7596ポン
ド,393万5675ポン ド,91万7683ポン ドの資 産抹消 とい う極 め て消 極 的かつ 「な し崩 し」 的
な対 処で(ICI,Ann.Rの.〔1931〕p.11,〔1932〕p。10,〔1933〕p.11.),抱え込 んだ大規模 な過
剰資 本一 その大部分 が市場動 向 を読 み誤 った アンモニ ア合成事 業 におけ る固定 資本設備 と推
測 し うる一 の整 理 を迫 られて いる。 この結 果,主 な経 営指 標が 回復 過 程(1933年ない し34
年)に は恐慌 前の業 績 を超 えて伸長 しつ つあ るに もかか わ らず,資 本 支出 は1929年の ほぼ10
分 の1に あた る水 準 に まで低下 してい る。 また,雇 用 者数 につ い て も1932年を底 に して,翌
1933年には増 加 に転 じて はいる ものの,1929年の雇 用者 数 にはは るか に及 んで いな い㈲など,
一 面で は同社 の置 かれ ていた状 況 は極 めて厳 しい㈹もので あ った(第1表 参照)。
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皿 拡大過程における事業展開1934-1939年
1932年な い し33年に回復 基調 に入 った景気 ㈲は,慢 性 的大 量失 業 を伴 い つつ も,1936年以
降,世 界 経 済の復 興 と再軍備 へ の動 きに支 え られ て 「最 も大規 模 かつ持 続的 な」(thelargest
andmostsustained:Aldcro食〔1970〕p.44.)拡大 を遂げ て,1937年には ピー クに達 し,そ の
後 も大幅 に縮小 す る こ とな く戦 時体制 へ と向か った。本節 で は,か かる景気 拡大 に即 したICI
社 の成 長過程 を,1934年か ら第二次 世界大戦 が勃発 す る1939年まで の期 間 につ いて叙述 する。
1.人 造石 油事業 への転換
ICI杜は,IGフ ァルベ ン社 に対 抗 すべ く,既 に成 立直 後 の1927年に は人造 石油(oil-from-
coal)製法の 一種 であ るベ ルギ ウス法(Bergiusprocess)の権利 を買収 し,1929年か ら1日10
ト ンの 石 炭 へ の 水 素 添 加 が 可 能 な パ イ ロ ッ ト ・プ ラ ン トの 操 業 を 開 始 して は い た が
(Hardie/Pratt〔1966〕p.243;Reader〔1975〕pp.164-5.),この人造石 油製造 に新 規事 業 と し
ての弾 み をつ けたのが,「 産業 と国家 の利害 の一致」 で あ った。 人造 石油 は,石 炭 ない し褐 炭
に高 温加 圧下 で水素 を添加 して製造 され るエ ンジン用燃料(合 成 ガソ リン 〔syntheticpetrol〕)
で あ り(Hardie/Pratt〔1966〕p.243;AftaHon〔1987〕邦 訳177頁),一方でICI社に とっては,
挫折 に終 わ った ビリンガム工 場 にお けるア ンモニ ア合 成事 業 の遊休生 産設備,高 圧技術 な らび
に水 素 を転用 す る ことが可能 であ り,他 方 で政府 に とって も,国 防的見地 に立 っ た燃料 調達,
衰退傾 向 にあ るイギ リス石炭 産業 の救済,不 況下で の雇用 創 出 を図 りうる もの であ った。 さら
に,ICI社に対 しては,政 府 による積極 的 な支 援策 も提 示 され てお り,人 造石 油製造 の事業 化
を推進 す る に足 る見込 みが十 分 にあっ た(Reader〔1975〕pp.128-9.)。
そ の 結 果,1934年 に は 「イ ギ リス 炭 化 水 素 石 油 法 」(theBritishHydrocarbonOils
ProductionAct)が制定 され,水 素添加 石炭 に よる国産人造 石油 に対 して,4年 半 につ き1ガ ロ
ン当 た り8ペ ンスの優 遇措 置が与 えられる こ ととな った(Reader〔1975〕P129,pp.179-81.)。
そ して,ICI社は,同 年 までに抹消 された資産(事 実上,ア ンモ ニ ア事業 の資 産)に 匹敵す る
429万2653ポン ドを人造石 油事 業 に投 資 し(Reader〔1975〕p.158.),年産能力 を当初 計画 の
10万トン(3000万ガロ ン)か ら15万 トン岡(4500万ガロ ン)に まで拡張 して工場 建設 に入 り,
翌1935年に は操 業 を開始 して いる(S∫α'`s'〔4May1935〕p.754;Plummer〔1937〕p.313.)。
そ して,同 工 場 は,そ れぞ れ2000人を超 える工場労働 者 お よび炭坑 夫 を雇 用 し,初 年度 には7
万 トン(2100万ガロン),翌1936年には11万2000トン(3300万ガ ロ ン)の 生 産㈹を実 現 して
はい るが,同 年 にはいずれ石炭 を代替 す るク レオ ソー ト油 お よび低 温水素添 加 タール を原料 と
した人造 石油 の生 産が 比重 を増す ようにな り(ICI,Ann.Rep.〔1935〕pp.9-10,〔1936〕p.9.),
一 両大戦間期におけるインペ リアル ・ケ ミカル ・インダス トリーズ社の事業展開 一61
早 々にその方 向転 換 も迫 られて いた。 その後,1938年には 「1938年財 政法」(theFinancialAct
of1938)によ り,合 成 エ ンジン燃料 につい て1ガ ロ ン当た り8ペ ンス の優 遇措 置が保証 され る
な ど,同 事 業 は操業 開始後 も政府 の手厚 い保護 を受 け,年 産約12万 トン(3600万ガロ ン)の
人造石 油生産 を維持 しつづ けた(Hardie/Pratt〔1966〕pp.243-4。)。
しか し,同 事 業の使 用資本 額,粗 取引利 益,純 利益(以 上,単 位 ニポ ン ド),使用資 本利益
率(単 位:%)を みる と,1936年が490万5818,29万279837,1万7314(損失),1937年が
470万7331,36万9009,9万4669,2.01,1938年が4 2万0731,43万3598,11万9933,2.78で
あ り(Reader〔1975〕P264.),政府保証 を受 け なが ら も,本 来,経 済的 ・技術 的 に全 く採算:
の得 られる事業 ではなか った。結局,第 二次 世界大戦 開戦時 には,水 素 添加石炭 による人造石
油 製造 は完 全 に駆逐 され,ビ リ ンガム工場 ではその地位 を奪取 したク レオソー ト油 による高 品
質航空燃料 の生産 だけが続行 される に留 り,再 度 にわた って ビリンガム工場 にお ける野 心的事
業 は挫折 す るに至 った(Hardie/Pratt〔1966〕p.244.)。
2.染 料 事業の躍 進
改 め て,ICI社成 立の経緯 に立 ち返 れば,一 方 でア ンモニ ア合 成事 業の発 展,他 方で 合成 染
料 事業 の救済 が,同 社 に懸 け られた期待 であ った。 しか し,こ れまで概観 した ご とくア ンモ ニ
ア合成 事業 は早 々 に挫折 し,さ らにその資産 を継承 した人造石油 製造事業 も行 き詰 ま りをみせ
つ つあ っ た一 方で,1930年代初 頭以 降,む しろ 目覚 ま しい躍 進 を遂 げた事業 こそが合 成染料
事業働で あ った。
ICI社はそ の成立後,1928年にオ リヴ ァー ・ウ ィルキ ンス社(OliverWilkins&Co.Ltd.),
1930年にエ ム コ ・ダイス タ ッフズ社(EmcoDyestuffsLtd.),1931年にはブ リテ ィッシュ ・ア
リザ リ ン社(theB!i廿shAHzar㎞eCo.Ltd.)と,主要 な染料 関連 企業 をつ ぎつ ぎに取 得 し(Fox
〔1987〕p.179.),国内の染料 工業 におい て 「独 占的」 地位㈲を確立 して いた。 また対外 的 にも,
1920年以 降,「染料(輸 入規 制)法 」 の下 で,政 府 による国 内染料市 場の保 護が 図 られ,生 産
を顕 著 に拡 大 させ てい た岡が,1932年 に はICI社自身 に よっ て 「大 陸染 料 カル テ ル」(the
ContinentalDyestuffsCartel)IGファルベ ン社 に主導 され たス イス染料企業3社,フ ラ ン
ス染料 企業7社 の3者 との間で 「国際協 定」㈲(internationalagreement)も締 結 され た。
これに よ り,同 社 には加盟 国 間での取引割 当(8.43%)および特定市 場での最低 取引額(19万
5000ポン ド)が 保証 され(Richardson〔1962〕p.127;Plummer〔1937〕p.262;Reader
〔1975〕p.194.),「国策事業 」 たる合成 染料事 業 に対 して,国 内お よび帝 国市場 にお け る,よ
り一層 の保護 を与 える ことに成功 した。
この結果,染 料 グルー プの売 上高 は恐 慌 過程 にあ りなが ら も着=実に増 大 し,利 益 も1930,
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31年にこそ損失 を出 したが,1932
年以降は急増 して,使 用資本利益率











































註:1染 料 ・ 「その他」 からなる染料 グループ全体
の売上高。
2グ ル ープ全体 の利益,税 引 き ・減価償却 ・
「その他」控除前。
出所:Reader(1975)Tables26,27.より作成。
またこれ に加 えて,合 成 染料事 業 の躍進 が,染 料 グルー プの研 究 ・開発勧に よって促 進 され
た 点 も看 過 で き な い 。 同 グ ル ー プ は,1930年 代 初 頭 以 来,研 究 部 門(theResearch
Department)の積極 的充実 を図 り,1932年には9万7000ポン ド,1935年には11万9000ポン ド
にお よぶ研 究費 を支 出 した(Reader〔1975〕Table28.)。さらに,大 卒研 究者 を積極 的 に採 用
す る と と もに,1938年には ブ ラ ックリー(Blackley)に21の研 究 室 か らなる新 た な研 究施 設
(researchcomplex)を設 立 し,研 究 体制 の組織化 を も推進 してい る(Fox〔1987〕p。189.)。
大 戦後,イ ギ リスの化学 者=ICI社が 染料分 野 にお いて極 めて重要 な製 品 を数多 く開発 して き
た点 は,海 外 か らも高い評価 を受 けてい るが(Morgan〔1939〕p.354.),同グル ープで は,こ
の間1933-35年に102種類(う ち48種類 が新 案製品 〔novelties〕),1936-38年には91種類(う ち
62種類が 新案 製 品)の 新 製 品が 開発 された(Fox〔1987〕P.190.)。とりわ け,デ ュ ・ボ ン社
を して 「25年に1度 の最 も重 要な 開発」(Chandler〔1990〕p.354.邦訳307頁)と 言わ しめた,
世 界 初 の フ タ ロシ アニ ン顔料 鮒 「モ ナス トラル ・フ ァース ト ・ブ ルーBS」(MonastralFast
BlueBS:1935年開発)に 代 表 され る よ うな画期 的 な製 品 を世 に送 り出す な ど(Economise,
Co〃z.H蹴&Rev〔1936〕p.55;ICI,Ann.Red.〔1935〕p.17.),自ら も需要 を喚起すべ く研
究 ・開発 に比重 をかけ た資本 蓄積 を推進 してい た。
3.主要事業の拡大と再軍備への呼応
1930年代央以降,景 気の回復 ・拡大,さ らには再軍備 に伴 って,ICI社の各種事業は一層の
拡大 を遂げている。まず,ア ルカリ製品事業では,ガ ラス産業ならびにレーヨン産業 という大
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規 模 な需 要 に支 え られ て,ア ルカ リ製 品の売上 が順 調 に拡大 す る一 方,洗 瓶 用の アルカ リ洗浄
剤,鋳 鉄 ・鋳鋼精 練用 の炭酸 ナ トリウム,工 業用水 浄化用 の アル ミン酸 ナ トリウムな ど,薪 製
品 の市 場投 入 によっ て広 範 な需要 も獲得 して お り,1937年には増大 す る需 要 に対応 す べ く工
場の拡 張 も行 われ ている(ICI,、4〃〃.Rep.〔1935〕p.5,〔1936〕p.5,〔1937〕p.6,)。また,一 般
化学 製品事業 で も,製 紙,繊 維,レ ー ヨンとい った幅広 い産業 にわ たる需要 に応 えて,塩 素製
品,酸 製 品の生 産 を拡大 させ,1935年か ら翌36年 にか けて は,極 めて大規 模 な資本投 下 に よ
って,ウ ィ ドニ ス(Widnes),ランコー ン(Runcorn),オウル ドベ リー(Oldbury),ビリ ン
ガム な ど,各 地 で動力 施設 お よび工場 の新 設,拡 張,再 編成,近 代 化 を図 る な ど(ICI,Ann.
Rep.〔1935〕pp.10-11,〔1936〕p.11.),積極 的な現実資 本蓄積 を試み てい る。 この結果,好 況
過 程 の1937年に は重 化学 製 品事 業 の外部 売上 高 は大 幅 に増大 した。 しか し,一 連 の大規模投
資 に よる各種施 設の新 増設直後 で もあ り,使 用資本 利益率 は顕著 な低下 をみせ(第2表 参照),
さらに アル カ リ製品(ナ トリウム化合 物)の 輸 出量 も増大傾 向 にはあ るが(第3表 参 照),日
中戦争勃発 に伴 う極東市場 か らの撤 退 な ど海外市場 での競争 が一層 激化 し,依 然 として厳 しい
状 況が続 いて いた(S'α'∫s'〔13May1939〕p.618;ICI,Ann.Red.〔1938〕p.4,)。
一 方,爆 薬事 業 で は,海 外 市場 の緩 やか な拡大 に加 えて,1930年代央 には国 内で も石炭 産
業 が 回復 に 向か い,爆 薬 需 要 も徐 々 に増 大す る と と もに,王 立炭 鉱 安全 委 員会(theRoyal
CommissiononSafeinCoalMines)の命令 に従 っ た ヒ ドロキシ系 非爆破破壊 薬 の投 入 をは じめ
と して,各 種 新製 品 の販 売 を通 じて新 た な需要 を確保 しつつ もあ った。 さ らに,1930年代 央
をす ぎる と,政 府 の 「再軍備計 画」鯛(re-amamentprogramme:1935年)にそ って,軍 需製
品一 爆 薬 グル ー プの売上 に占め る比重 は低 い なが ら も一 の生産 も開始 され た(ICI,Ann.
Rep.〔1934〕p。5,〔1936〕p.8,〔1937〕p.8.)。そ して,か かる需要 の増 大 に対応 すべ く,1930
年代 央以 降,同 グル ープの一部工場 の アーデ ィア(Ardeer)への集 中計 画が推 進 される ととも
に,「 再軍 備計 画」 に応 えて軍 需 製品工 場へ の投 下 資本 の拡 大 も企 図 され るな ど(ICI,Ann.
Red。〔1935〕p.8,〔1937〕pp.7-8.),産業 と国家 の利 害 にそ った現実 資本蓄 積 を展 開 してい る。
この 間の爆薬 事業 の業績 をみ れば,1937年に は外部 売上 高,取 引利益 が飛躍 的 な増大 を遂 げ,
さ らに集 中計画 によ る一 定の合 理化 もあっ て,使 用 資本利 益率 も急 上昇 し(第2表 参 照),輸
出 につい て も増 勢 を早 め,1929年の輸 出量 を超 え るに至 った。
しか し,政 府 の 「再軍 備計 画」 に呼応 して最 も業績 を伸 ば したの は,金 属事 業㈹であ った。
極 め て広 範 な需要 を有 す る同 グルー プ は,1930年代 央,造 船,自 動 車,電 話,重 電気 とい っ
た産 業の 回復 ・拡大,ス ポー ツ用 弾薬 の需要増大,各 種合 金や弾 薬筒 の開発 に よって生 産を増
大 させ る とともに,相 当額 の資本 支出 を負 い なが らも,ウ ィッ トン(Witton)工場 にお ける集
中 ・合理 化 を推 進 してい た。 ところが,「再軍 備計 画」 の進 展 に伴 い,1936年には本来,合 理
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化 と既存工 場 の代 替の ため に拡張が進 め られ てい たス ウ ォンジー(Swansea)の各種金 属工 場
が,政 府 圧力 の下 で操 業 を迫 られ る㈱など(ICI,、4πη.Red.〔1935〕pp,13-4,〔1936〕pp.12-3.),
ICI社は否応 な く 「軍需産 業の プロ」(theprofessionalarmamentsindustry:Reader(1975〕p
254.)へと転進 を遂 げてい った。 この結果,景 気が最高 潮 に達 した翌1937年に は,同 グル ープ
本 来 の取 引 に加 えて,例 外 的 な政府 か らの軍事需要 も:重な り,一 定期 間 にわた って展 開 して き
た合 理化 ・近代 化 です ら対 応 しえ ない ほ どの活況 を呈 する に至 った(ICI,Ann.Rep.〔1937〕p.
12.)。こ う して,同 時期 にお け る金属 グルー プの業 績 は,外 部 売上高,取 引利 益 ともに2倍 以
上 に増大 し,使 用資本利益 率 も急 上昇 を遂 げてい る(第2表 参照)。
4.新製品の開発 とその事業化
ICI社は,1930年代前半以来,既 存の事業分野に加えて,各 種新製品一 いずれ極めて収益
的な事業へ と成長 を遂げる一 の研究 ・開発を試み,1930年代後半ない し40年代前半 にはそ
の事業化 を図った。ここでは,1930年代 に事業化 された合成樹脂(62(プラスティック)を 中心
にみてお こう。
ICI社嫁 既 に研究途 上 にあった ポ リメ タク リル酸 メチ ル(PMA)を 事業化 すべ く,1933年,
石 炭酸 ホ ルム アルデ ヒ ド ・尿酸 ホ ルム アルデ ヒ ド成 型パ ウ ダー の主 要企業,ク ロイ ドン ・モ ウ
ル ドライ ト社(CroydonMouldriteLtd.)を傘下に収 めて いた。 そ して,1935年,ポ リメ タク
リル酸 メ チルが,透 明樹脂 シー ト 「パ ースペ クス」(`Perspex')として製 品化 され るや,航 空
機 用素材(風 防 ガラス)と して大 規模 な需要 を獲得 す るに至 っ た。 さらに,同 年,市 場投 入 さ
れた成 型パ ウダー 「ダ イア コン」(`Diakon')や「カ ラデ ン ト」(`Kallodent')も,着実 に成
長 を遂 げ,こ れ らの製 品生 産 の拠 点で あ った ビリンガム工 場㈹の生 産規模 が数度 にわ たって拡
大 され る な ど,ICI社に莫大 な収 益㈹を もた らす事 業 とな った(Reader〔1975〕pp.344-6;
K・nn・dγ〔1993〕p.59;ICI〔1955〕P・45;ICI,Ann.Rep.〔1935〕P.15.).
また,1933年,ICI社内 で行 われて いた高圧 化学 反応実 験の過 程 で 「発 見」 された微量 の ポ
リエチ レ ンは,そ の後,研 究 ・開発 が加 え られたの ち,1936年に特 許が取 得 された。 そ して,
1937年以 降,ア ル カリ ・グ ルー プに よって事業化 が進 め られ,1938年にはパ イ ロ ッ ト ・プ ラ
ン トで の生 産 に入 り,翌1939年に は ウ ォラ ースコ ッ ト(Wallerscote)工場 におい て年産100
トン規 模 での本格 操業が 開始 され るに至 った。 ポリエ チ レンは,当 初,電 話 ケーブル に利用 さ
れ ていた が,高 い電気 絶縁性 を有す る こ とか ら,戦 時下 では主 に レー ダー設 備 に よる需要 を獲
得 し,生 産 も拡 大㈹されて い る(Reader〔1975〕pp,350-6;Kennedy〔1993〕pp.62-71;
Hard三e/Pratt〔1966〕pp.205-6.)。その結 果,一 連 の合成 樹脂 製 品の 開発 ・事 業 化 を受 けて,
1936年以 来,プ ラステ ィ ック ・グル ープ(PlasticsGroup)として操 業 を続 けて きた合 成樹脂
一 両大戦間期におけるインペリアル ・ケ ミカル ・インダス トリーズ社の事業展開 一65
事 業㈲が,1938年には子会 社,ICI(プラステ ィ ックス)社(ICI〔Plastics〕Ltd.)として独立
を果た してい る㈲(Hardie/Pratt〔1966〕p.300;ICI,Ann.Rep.〔1938〕p.38,)。
5.財務 ・収益 ・雇用状況=1934-1939年
最後 に,景 気拡大過程におけるICI社の経営指標をみてお こう。売上高 は,回 復過程から
徐々に増大 し,景気が最:高潮に達 した1937年には前年比24%の増大を記録 した。そ して,翌
年の低下 もわずかに留め,第 二次世界大戦が勃発 した1939年には再度急増 を遂げてお り,恐
慌 によって底 を打 った1930年に比較すれば,ほ ぼ倍増 したことになる。利益の増大は,売 上
高に比較すればやや緩慢ではあったものの,1939年に至 って前年比44%の急増 を示 した。 こ
れに伴 って使用資本利益率お よび平均使用資本利益率 も徐々に上昇に向かい,1939年には大
幅な上昇 を遂げるなど,同社 の利益および利益率 も1930年代央以降の景気拡大 に牽引 されて
着実な伸長㈱を遂げている。 また,回復が遅れていた雇用 も,1930年代央以降,顕 著に増大 し
てお り(第1表参照),依然 として高かったイギ リスの失業率,あ ・るいは化学産業の雇用者数
の緩 やかな増大テムポに比較すれば,よ り急速 に拡大㈹している。減価償却,「中央基金」,
「一般留保」 についても,と もに着実な増大傾向 を示 しておh(第1表 参照),ICI社成立以来
10年間(1936年まで)に わたって内部留保された 「中央基金」お よび 「一般留保」の総額が,
およそ1450万ポン ドに達するなど(S'α'魏〔1May1937〕p.704.),同社の蓄積基盤が極めて
堅牢であったことが裏付けられる。
しか しその一方で,現 実資本蓄積の積極的拡大 にもかかわらず,市 場を通 じた新たな資本調
達が なされ ない まま,む しろ1935年には 「会社資本再編計画」(theschemeforthere-
organisationoftheCompany'sCapital)の下で,543万4141ポン ドの減資㈹さえ行われている
(ICI,Ann.Rep.〔1935〕pp.21-2.)。また,恐 慌過程以来の資本抹消政策 も,回復 ・拡大過程に
至ってなお継続的に推進 され,少 な くとも1936年までの10年間に抹消 された資産総額 は,内
部留保額に等.しい1450万ポン ドにのぼるなど(S'α∫∫s'〔1May1937〕p.704.),ICI社は依然 と
して大規模 な過剰資本σ1)を抱 え,そ の 「な し崩 し」的整理を迫 られてもいた。その結果,1935
年 に減額された発行資本額は,1937年にはやや増大 した ものの,減 額前の発行資本額 を超 え
ることはなく,こ れに応 じて使用資本額 も減少 し,拡大過程以降,徐 々に増大 してはいるが,
1930年の使用資本額 には及ばなか った。 また,資 本支出は人造石油事業の事業化 に伴い,
1934年については急増 してい るものの,1930年代央以降は極めて低い水準に留 まってお り
一1920年 代後半のそれにははるかに及ぼない一 ,研 究 ・開発費についても央以降やや増
大 したが,持 続的な増大傾向にあるわけではなく,実際には現実資本蓄積はかな り抑制 されて
いたことになる(第1表 参照)。
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結 語
イギリス化学産業は,第 一次世界大戦の過程で主要諸国化学産業,と りわけ ドイツ化学産業
に対する競争力の脆弱性 を露呈 し,大戦後の激 しい景気変動 に伴って,大 規模 な過剰資本を抱
え込んで経営効率を悪化 させ,国 内外にわたって 「危機的状況」に直面 していた。かかる状況
は,自 ず とイギリス化学産業における大規模合併 を促 し,株式会社制度 の導入とい う 「金融資
本」 としての基本的条件 を具備 した巨大総合化学企業ICI社を成立 させた。
成立 したICI社は,市 場の 「独占」を企図 した企業買収を基礎 に,合 理化 と事業再編成 を推
進する一方で,そ の命運を懸けてアンモニア合成事業への積極的投資を展開 した。 しか し,
1920年代末,未 曾有の世界大恐慌が発現 したことにより,ICI社は業績の悪化 を余儀 なくされ,
アンモニア合成事業は完全に挫折 し,思惑 とは裏腹にさらなる過剰資本 を抱え込 むに至った。
だが,主 要諸国に比較 してイギ リス資本主義に対する大恐慌の衝撃は軽微 に留 まり,早期に回
復 に転 じた景気 に牽引されるとともに,国 家による一連の保護関税の導入や 「帝国ブロック」
の形成,ICI社による海外主要化学企業 との各種 「国際カルテル」の締結 に伴 う国内 ・帝国市
場 の 「保護」,さらに資本の集中 ・集積 に伴 う市場の 「独占」 にも支えられ,そ の業績は1930
年代央 までには恐慌前のそれを凌駕 した。そして,1930年代央以降,物 価上昇 と賃金抑制 に
伴 う高利潤の取得,国 家による各種優遇措置 ならびに 「再軍備計画」の実施,「大規模かつ持
続的な」景気の拡大など,極 めて有利 な諸条件 を追い風に,人 造石油の事業化,各 種新製品の
研究 ・開発および事業化,収 益力を有する主要事業の設備拡張など,現実資本投資 を図 り,生
産の拡大を通 じて雇用 をも増大 させた。その結果,ICI社の収益構造(と りわけ売上高,利 益,
使用資本利益率)は 急速に改善 に向かい,第 二次世界大戦勃発時には大恐慌前のそれをはるか
に凌駕 していた。
しか しなが ら,ICI社成立以来,株 式発行による増資 は大恐慌前 の2度に留 まり,景気が回
復 ・拡大 に向かい,現 実資本の蓄積を一層拡大する過程においても,そ の資本調達は一貫 して
「中央基金」,「一般留保」,減価償却か らの巨額の内部資金に依拠するなど,同社 は1930年代
を通 じてほぼ完全 なる 「自己金融体制」 を堅持 していた。 さらに,ICI社は収益構造改善の背
後で,極 めて大規模な過剰資本 を抱え込み,大 恐慌以降,継 続的に推進されてきた内部留保に
匹敵する資産抹消や減資によって,「な し崩 し」にその整理 を図 りなが ら,成立後10年を経過
して もなお 「事業再編成 ・集中政策 を継続的に志向 ・追求 しつづける」(S'σ'ゐ'〔1May1937〕
p.704.)など,そ の整理 は必ず しも徹底 したものではなかった。 さらにまた,資 本支出,研
究 ・開発費 ともに回復過程に入って増勢 に転 じてはいるが,恐 慌前のそれには及ばず,1930
年代央以降,横 這いを続けるh?など,ICI社の資本蓄積は極めて抑制 されていた といえる。
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ICI社のかかる資本蓄積 の態様は,ま さにその消極的な側面であ り,市場の動向 を見誤った
大規模投資に,外 的要因による世界大恐慌の発現や大恐慌前に計画 ・着工 された生産設備が恐
慌過程に完成するという,偶 発的な諸要因が重なることによって,大 規模過剰資本を抱 え込ん
だことに規定されていた。 しか し,その消極的側面 も,一面では収益構 造の改善を支えた有利
な諸条件によって一 一方である程度の過剰資本の整理と合理化投資 を伴いつつ一 隠蔽され
たかにみえたが,そ の反面で有利な諸条件が,ICI社に対 して容易に高利潤の取得 を許すこと
で,重 化学,爆 薬,金 属,染 料などの主要事業製品分野において旧設備の利用 を促 し,新規投
資を怠 らせることで,さ らなる資本蓄積の進展を阻害するなど,む しろ消極的側面を助長 した
ともいえる。換言するなら,そ れは 「自己金融体制」 を堅持することで,株 式会社制度に基づ
いた資本調達 を十分 にな しえなかったICI社の 「金融資本」 としての資本蓄積体制の限界の表
れでもあった。そ してむ しろ,ICI社は,主 要諸国化学企業,さ らには帝国諸地域の現地化学
企業が台頭 して,競 争が一層激化 し,苦戦を強いられていた海外市場において,積 極的な資本
蓄積 を展開することとなった。
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邦 訳26-7,111頁;Hobsbawm〔1968〕pp.180-3。邦訳261-6頁),「金 融 資 本 」 と して のi基本 的 条 件 を備 えた企
業 形 態 が 形 成 されつ つ あ った 。 な お,イ ギ リス にお け る大 企 業 経 済 の 展 開 つ い て は,Hannah(1983)chs.2-
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せ,資 本 構 成 の 高 度 化 を伴 う新 規投 資 は雇 用 を縮 小 させ る。 しか し,現 実 に は 資 本蓄 積=投 資 拡 大 は,景 気
を刺 激 し,生 産=雇 用 を増 大 させ る もの で あ り,宇 野 氏 の 議 論 には,森 氏 の 指摘 が含 意 す る そ の波 及 効果 に
つ い て の認 識 が 欠落 して い る。 従 って,宇 野 説 に対 す る森 氏 の 指摘 は妥 当 とい え よ う。
(4)両大 戦 問期 の イ ギ リス 資 本 主義 につ い て は,そ の 鳥 畷 図 を描 い た森(1975);1Udcr碓(1970),特に イギ リ
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エ ッセ ンス ,希 土 類元 素 化 合 物,ア ル コー ル誘 導 体,エ ス テ ル な どが あ り(Ashe/Boorman〔1924〕p.90.),
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合 わ せ て1000人に及 ん で い る(Reader〔1979〕p.153, 66.)。
(11)「旧 産 業 」 の 停 滞 に比 較 し,化 学産 業 を含 む 「新 産 業」 は,戦 後 恐 慌 の打 撃 も比 較 的 軽 く,そ の拡 大 は着
実 で あ っ た とさ れ て いる が(森 〔1975〕99,166頁),それ はあ く まで も 「新 産業 」 全 体 につ い て の指 摘 で あ っ
て,化 学 産 業 ない し個 別化 学企 業 そ れ 自体 につ いて み れ ば ,そ の 閉塞 状 況 は極 め て 深 刻 な もの で あ っ た。 と
は い え,森 氏 も 「そ れ ら 〔新 産 業 〕 の 問 に もか な りの相 違 が あ 〔る〕」(森 〔1975〕166頁)と認識 して い る。
また,D.H.オ ー ル ドク ロ フ ト(D.H.1Mdcroft)も,両大 戦 間期 にお け る 「新 産 業 」 の 成 長 を評 価 しつ つ ,
「化 学 産 業 お よび 靴 下 ・メ リヤ ス産 業 にお け る拡 大 は,〔産 業 〕全 体 の 平 均 をわ ず か に 下 回 っ て い る にす ぎ な
い」(1Mdcroft〔1970〕P177,fn.20np.177。)とそ の停 滞振 りを控 えめ に指 摘 して い る 。 しか し,「新 産 業 」
雇 用 者 数(単 位:人,1920年=100と した推 移)の 変 化 を1920,25,29年につ い て み れ ば ,レ ー ヨ ン ・絹 産
業 が3万7700(100),5万0100(139),8万0300(213)と一貫 して増 加 傾 向 にあ る の に対 し,化 学 産 業 は25
万0700(100),21万4800(86),23万5600(93)(Chapman/Knight〔1953〕Table44.より算 出)と 明 らか に
伸 び悩 んで お り,「新 産 業 」 内 にあ っ て も各 産 業 間 に は顕 著 な 差が み られ,同 列 に は論 じが た い。 た だ し,例
外 的 にで はあ るが,化 学 産 業 の 粗 固 定資 本 形 成(単 位:ポ ン ド 〔1930年価 格 〕,1920年=100)は,同 年 に つ
いて770万(100),520万(68),1460万(190)(Feinstein〔1965〕Table8.41.より算 出)と,む しろ1920年
代 後 半 には急 増 して いる(後 註30参 照)。 な お,「新 産業 」 問 の 比較 分 析 に関 して は,1Mdcro血(1970)pp.46・
53.を参 照 。
O⇒ICI社の成 立 過 程 につ い て は,Reader(1970)pp.451-66;Hardie/Pratt(1966)pp.112。3.を参 照 。
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(13;その資 本 構 成 は,7%累 積 優先 株(1ポ ン ド>1621万9306ポン ド,普 通株 ★(1ポン ド)3109万5555ポン ド,
後 配株(10シ リ ン グ 〔=5(ペンス 〕)948万8135ポン ドで あ った(Reader〔1975〕pp.19-20.)。ち な み に,合
併 時 点 で の4社 の発 行 資本 額 は,ノ ー ベ ル ・イ ン ダス トリ ー ズ社1772万7160ポン ド,ブ ラナ ー ・モ ン ド社
1378万7900ポン ド,ユ ナ イ テ ッ ド ・ア ル カ リ社644万9057ポン ド,ブ リ テ ィ ッ シュ ・ダイ ス タ ッフ ズ社477
万5480ポン ドで,合 計 額 は4273万9690万ポ ン ドとな り(Economist〔300ct.1926〕p.72L),ICI社株 へ の 交
換 にあ た っ て は,市 場 価 格 を1400万ポ ン ド近 くも 「水 増 し」(`Watering':Fitzgerald〔1927〕p.101,)して
いた こ とに な る。 な お,新 旧 会社 間 の株 式 交 換 比率 につ い て は,Reader(1975)p.20,を参 照 。
と こ ろで,ICI社と銀 行 との 関係 お よ び同 社 の株 式 所 有 構 造 につ い て も簡単.に触 れ て おけ ば,W.フ ォ ッ ク
ス(W.Fox)に よ る限 り,同 社 と銀行 の 関係 は 「ドイ ッ金 融 資 本 」 の 規 定 とは 異 な り,む しろ逆 にICI社の
経 営 陣 が 「五 大銀 行 」(`BigFive')をは じめ と した各 種銀 行 の取 締 役 会 に参 与 す る か た ち に な って い る。 ま
た,不 完全 な検 証 で は あ る ものの,1930年代 初 頭 の株 主 数 は12万5000人にの ぼ る が,フ ォ ック スが 「資本 家
階級 」(capitalistclass)と呼 ぶ 「機 能 資 本 家 」 の所 有 比 率 は,発 行 額 の3分 の1に す ぎず,多 くの 場 合 わず か
な配 当 を 目的 と した 「少 数 」持 分(`sma11'holdings)所有 者 と して の 「無 機 能資 本 家 」 で あ っ た。 リス トの
うち最:大規模 の株 主 は 「ス レ ッ ドニ ー ドル街 名 義 人 」(theThreadneedleStreetNominees)であ り,そ の額 は
34万5000ポン ド以 上 で あ っ たが,そ れ は例 外 にす ぎず,銀 行 ない し同 関係 者 を含 め た 機 関 ・個 人投 資 家 の所
有 額 は,せ いぜ い数 万 ポ ン ド程 度 で あ った(Fox〔1934〕pp。11-4.)。少 な く と も入 手 しう る文 献,資 料 に よ
る 限 り,株 式 所 有 を背 景 と して 支 配力 を及 ぼ し うる銀 行 をは じめ と した機 関 な い し個 人投 資 家 は検 出 で きな
いo
★ICI社は,ブ ラナ ー ・モ ン ド社の 「産業 の協働者」(co-workersinindustry)とい う伝 統 を受 け継 ぎ,経 営政策 として
従業員の.「経営 参加」 を推進 していたが,そ の うちの 「従業 員持株計画」(Workers'ShareholdingScheme)では,従
業員 に市 場価格 よ り低 い1株 当 た り2シ リング6ペ ンスの価格 で 自社普通株 を購 入 させ てい る(Kennedy〔1993〕p.
50.)。
(14)ICI社とIGフ ァル ベ ン社 を比 較 す れ ば,発 行 資 本 額 で はICI社が10フ ァル ベ ン社 設 立 時 の6億4600万ライ
ヒス ・マ ル ク(3230万ポ ン ド)を 大 き く上 回 っ てお り,1926年9月にIGフ ァル ベ ン社 が増 資 を行 った末 に11
億 ラ イ ヒス ・マル ク(5500万ポ ン ド)(工藤 〔1978〕②122頁)と な り,よ うや く肩 を並 べ る に至 っ た。 とは
いz,売 上 総 額 で は1927年12億6600万ラ イ ヒス ・マ ル ク(6330万ポ ン ド),雇 用 者 数 で は1928年11万4000
人(Haber〔1971〕p.284,Table10.1.邦訳436頁,第10.1表)と,は るか にIGフ ァ ルベ ン社 がICI社を凌駕 し
て い る。
(15;ICI社は,そ の 成立 に伴 い ニ トロ爆 薬,主 要 染料 製 品,ア ル カ リ,塩 素,塩 酸,硝 酸,金 属 ナ トリ ウム な ど
の主 要 化 学 製 品部 門の そ れ ぞ れ にお い て 「独 占的 」地 位 を確 立 して い る(Hardie/Pratt〔1966〕pp.119-5.)。
㈲ 推 定 市 場 価格(単.位:ポ ン ド)に よる と,ユ ニ リー ヴ ァ社(UnileverLtd.:食品)1億3200万,イ ンペ リア
ル ・タバ コ社(lmperialTobaccoCo.Ltd.:タバ コ)1億3050万,ICI社7730万,コー トール ズ 社(Courtaulds
Ltd.:繊維 〔レー ヨ ン〕)5190万,J.アン ドP.コー ッ社(J.&P.CoatsLtd.:繊維)4740万…(Hannah〔1983〕
Table8.1邦訳 第8.1表)と な って い る。
(1りICI社成 立 の動 機 につ いて は,Hannah(1983)p.109.邦訳130頁;Lucas(1937)pp.182-3;Reader(1975)
pp.3-11;Fitzgerald(1927)p.99-100.も参 照 。
(18「〔ICI社の 〕 合 併 は,法 的 に で は な く事 実 上,二 つ の強 力 な企 業 一 ブ ラナ ー ・モ ン ド社 とノ ー ベル ・イ
ン ダス トリー ズ社 一 に よる,二 つ の よ り脆 弱 な企 業 一 ユ ナ イ テ ッ ド ・アル カ リ社 とブ リテ ィ ッシ ュ ・ダ
イス タ ッフ ズ社一 の乗 取 りを意味 す る」(Reader〔1975〕p.3.)と,いさ さか シ ニ カ ル に捉 え られ てい る。
(191CI社の組 織 管 理 に つ いて は,W.J.リ ー ダ ー(W.;.Reader)やLハンナ(LHannah)が,持 株 会社 的 な
性 格 が稀 薄 であ り,1930年代 初 頭 に は早 くも事 業部 制 を採 用 して い た と促 え.てい るの に対 し,安 部 悦生 氏 は,
同社 が1930年代 を通 じて完 全 な持 株 会 社 で あ り,確 立 され た総 合 本 社 機 能 の 下 で子 会 社=グ ル ープ の分 権 管
理 を行 って い た と して い る(安 部 〔1990〕11(H23頁)。また,A.D。チ ャ ン ドラ ー(A.D.Chandler,Jr.)は,
同社 が事 業 部 制 に類 似 した組 織 形 態 を採 用 しつ つ も,本 社 に よる 意 思 決定 の集 権 化 が 行 われ て い た と指 摘 し
て い る(Chandler〔1990〕pp.361・3.邦訳306頁)。
㈲1930年 以 降,ICI社は株 式 所 有 を3階 級 に分 類 してい る。 第1階 級(firstclass)はICI社の 株 式 所 有比 率 が
50%を 超 え る 「子 会 社」(subsidiarycompany),第2階級(secondclass)は同50%以 下 の 「関 連 会 杜 」
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(associatedcompany),第3階級(thirdclass)は「市 場性 投 資 」(marketableinvestment)や「そ の他 の投 資」
(otherinvestment)など とな って い る(ICI,14肋.R¢ρ.〔1930〕pp.4-5.)。
⑳ICI社 の事 業 再 編 成 が,既 存 企 業 の 取 得 の 上 に成 り立 っ て い た 点 は,し ば しば 指摘 され て い る(Hannah
〔1983〕p.109.邦訳130頁;Lucas〔1937〕p.54,183.)。こ う した 戦略 は,主 と して化 学 産 業 に お け る 「独 占」
を企 図 した も ので あ った が,そ れ と同 時 に既 存 企 業 が 有 す る各 種 化 学 製 品 に 関す る技 術 の 取 得 が 目的 で あ っ
た と もい え る。
吻 海外 事 業 の 編成 に も触 れ て お くな ら,ICI杜は,主 と して ノ ーベ ル ・イ ンダ ス トリー ズ社 か ら継 承 した オ ー
ス トラ リア の 子 会 社,南 ア フ リカ ,カ ナ ダ,チ リ の合弁 会 社,さ ら に1930年代 後 半 に設 立 され た ブ ラジ ル の
合 弁 会 社 を基 盤 に 各 種化 学製 品 や爆 薬 の 現 地 生 産 体 制 を敷 い て い た。 その 一 方 で ,主 に ブ ラナ ー ・モ ン ド社
か ら継 承 した カ ナ ダ,イ ン ド,中 国,日 本,さ らに は1930年代 央 まで に新 設 さ れ た エ ジ プ ト,レ ヴ ァ ン ト,
チ リ,ブ ラ ジ ル,ペ ル ー,リ マ,マ ラヤ にお け る販 売子 会 社 を通 じて ,ア ル カ リ,肥 料,染 料 を 中心 と した
製 品輸 出 も展 開 して いた 。 また,同 社 は,デ ュ ・ボ ン社 やIGフ ァル ベ ン社 を は じめ と した 主 要諸 国化 学 企 業
と の 聞 で,ア ル カ リ,爆 薬,窒 素,染 料,「 特 許 ・製 法協 定 」(デ ュ ・ボ ン社)な ど,同 社 の主 要 製 品の ほ ぼ
全 域 に わ た っ て,広 範 に 国際 カル テル を締 結 して,帝 国 諸 地 域 を中 心 と した 海外 市 場 を確 保 し,製 品 の 安 定
供 給 を企 図 して い た 。 か か るICI社の多 国籍 事 業 な らび に国 際 カル テ ル に つ い て は,松 田(1996a);松田
(1996b)を参 照 。
㈲ICI社 に よ る各 子 会社 な い しグ ル ー プ管 理 に つ い て は,前 註19の よ う に統 一 した 見 解 が 得 られ な い 。従 っ
て,そ の 詳細 に つ い ては,さ しあ た りReader(1975),pp.21-31,70・80,130-44;Hannah(1983)pp。81-9.邦
訳98・108頁;Chandler(1990)pp.360-6.邦訳3 3-9頁:Wilson(1995)pp.150・1.;安部(1990)11(》23頁を
参 照。
、㈱ 工 業 過 程 で は,空 中窒 素 の 固定 に よっ て ア ンモ ニ ア を合 成 し,さ ら に硫 酸 ア ンモ ニ ウム,尿 素 な どの肥 料
や硝 酸,ヒ ドラ ジ ン,ア ニ リ ンな どの 各 種 工 業用 原 料 を製 造 す る 。換 算 す る な ら,1ト ンの窒 素 か ら4.7トン
の硫 酸 ア ンモ ニ ウム,6.1トンの 硝 酸 ナ トリ ウム,2.9トンの 硝酸 ア ンモ ニ ウ ム,2.1トンの尿 素 が生 産 さ れ る
(Reader〔1975〕p.98.)。なお,ICI社の ア ンモ ニ ア合 成事 業 に よっ て生 産 され てい た 製 品 は,肥 料 完 成 品 に
加 え て硫 酸 ア ンモ ニ ウム,新 製 品 「ニ トロチ ョー ク」(Nitro-Chalk),硝酸 ア ンモ ニ ウ ム,硝 酸 ナ トリ ウム,
硝 酸,重 炭 酸 ア ンモ ニ ウ ム,無 水 ア ンモニ ウム な ど広 範 に及 んで い る(ICI,Ann.Rep.〔1928〕p.6.)。
㈲ ビ リ ン ガム 工 場 に つい ては,Parke(1957),特にICI社下 にお け る ア ンモ ニ ア合成 事 業 の 拡 張 はp.103-10;
Blench(1958),特に ア ンモ ニ ア合 成 事 業 はp.926-31.を参 照 。 た だ し,前 者 は工 場 設 備 や そ の技 術 的 側 面 を
重 視 した もの で,時 期 も1920年代 の10年 間 に 限 られ,ま た後 者 は後 述 す る(II-1参照)ア ンモ ニ ア合 成 事 業
の 挫 折 とい う同工 場 の 「暗 部」 につ い て ほ とん ど触 れ てい ない 。
㈲ 当 初,イ ン グ ラ ン ドお よび アイ ル ラ ン ドに も同様 の会 杜 を設 立 す る計 画 で あ っ たが,窒 素 肥 料 事 業 が挫 折
す る 過程 で最 終 的 に は実 現 しな か った(Reader〔1975〕p.107.)。
鋤 そ の他 に も,ICI社はイ ギ リス硫 酸 ア ンモ ニ ア連 盟(theBritishSulphateofAmmoniaFederationLtd.)傘下
の 企 業 が 製 造 す る副 産硫 酸 の 販 売 に対 して も責 任 を負 って お り,そ の 量 は1929年時点 でお よそ6万8000トン
で あ っ た(Reader〔1975〕p.112.)。
㈲ 設 備投 資 総 額 には,ブ ラ ナ ー ・モ ン ド社 に よっ て計 画 さ れ,1925年か ら27年に か け て建 設 され た 第3号 装
置 に 対 す る投 資 も含 まれ て い る。 ま た,ICI社に よる1929年の物 的資 産 投 資 額(outlayforphysicalassets)
1100万ポ ン ドの う ち,830万ポ ン ドが肥 料 ・合 成 品 グ ルー プ に対 して な され てお り(Reader〔1975〕p.118.),
一 連 の 設 備 投 資 の た め に ,ノ ーベ ル ・イ ンダ ス トリー ズ社 所 有 の ジェ ネ ラル ・モ ー タ ー ズ社(theGeneral
MotorsCorp.lnc.)株さえ も売 却 され て い る(Kennedy〔1993〕p.55.)。
㈲ICI社 が 「楽 観 的 な見 通 し」 の 根 拠 と して い た の は,1920年代 前 半 に お け る世 界 の 肥 料 消 費 が 年 率 で 約
12%,あ るい は累 積 年率 で6～7%増 大 して い た とい う点 で あ る(Reader〔1975〕p.98.)。
⑬① 化 学 産 業 の 粗 固 定 資 本 形成 が1929年に至 っ て 急 増 して い るの も,ICI社の ア ンモ ニ ア合 成 事 業 に対 す る 大
規 模 投 資 に起 因 した もの とい え る(前 註11参 照)。
β1>世界 大 恐 慌 に つ い て は,Lewis(1949)pp.51-65.邦訳64-83頁;Kindleberger(1973)chs.5-7.邦訳 第5-7章,
ま た恐 慌 過 程 の イ ギ リス 資 本 主 義 につ い て は,森(1975)175-190頁;森(1988);1Udcroft(1970)pp.41-
3;Richardson(1g67)pp.6-20;1Mford(1gg6)pp.136・43.を参 照 。
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㈱ 染 料 の 輸 入許 可 制 な ど を盛 り込 ん だ1920年の 「染 料(翰 入規 制)法 」(theDyestuffs〔lmportRegulation〕
Act)およ び染 料 以外 の 有 機 合 成 化 学 製 品 に 対 して も33"%の 輸 入 関 税 を賦 課 した1921年の 「産業 保 護法 」
(theSafeguardingofIndustriesAct)の対 象 範 囲 が よ り拡 大 され,各 種 輸 入 化学 製 品 につ い て も33"%ない し
20%の関税 が 賦 課 され て い る(Hutchinson〔1965〕App.A,ClassIII,GroupX)。主 要化 学 製 品 の 輸 入量(単
位:cwts〔lcwt=50,8kg〕)を1931,33,35,37年につ い てみ る と,ア ル カ リ製 品(ナ トリ ウ ム化合 物>209
万4000,48万4000,110万200,86万3000,染料130万,115万3000,131万6000,105万1000,塗装 用 材 料
200万6000,139万6000,160万8000,138万2000(GB,Accounts〔1931-3i〕よ り算 出)と 景 気 回復 過 程 で は
徐 々 に増 大 して は い る が,極 め て抑 制 され てい る 。 な お,イ ギ リス に おけ る保 護 関 税 の展 開 お よ び 「輸 入 関
税 法 」 に つ い て は,さ しあ た りHutchinson(1965)ch.1.を参 照 。
岡 この 間,硫 酸 ア ンモ ニ ウ ム の価 格 は,1924年春 に1ト ン当 た り14.50ポン ドで あ った ものが,1929年春 には
同10.30ポン ドに まで 低 下 して お り,1927年と1929年とで は,売 上 が7万6834ト ン,66万6258ポン ドか ら
455万2984トン,327万3057ポン ドと増 大 して い た に も かか わ らず,包 装 費,配 送 費,流 通 マ ー ジ ン な ど を
差 し引 い た正 味 実 現 可 能価 値 額(netnakedrealization)は,1トン当 た り8.672ポン ドか ら7.1889ポン ドに低
下 して い る(Reader〔1975〕p.11L)。
図 こ う した状 況 へ の 対 処 と して,ICI社は,1930年,IGファ ルベ ン社 は じめ ヨー ロ ッパ,チ リの窒 素 肥 料 生
産 者 との 間 で,「国 際窒 素 協 定 」(theConventionInternationalede1'lndustrie1'Azote)を締結 してい る 。同 協
定 は,翌 年 に一 度 失 効 した ものの,1932年には 再 度復 活 し,加 盟者 間で 販 売割 当 や市 場 分 割 が な され て い る。
同 カル テ ル に つ いて は,松 田(1996a)128-30頁を参 照 。
㈲IC]社 が 製 造 して いた 主 な重 化 学 製 品 は,ソ ー ダ灰,ソ ー ダ結 晶,苛 性 ソー ダ,重 炭酸 ソー ダ,洗 剤,液 体
塩 素,塩 素製 品,酸 製 品,芒 硝 な どで あ っ た(ICI,Ann.Rep.〔1930〕p.6,〔1931〕p.5.)。
岡 輸 出 の減 少 は,極 東 市 場 で の 需 要 減退 に起 因 して い た 。確 か に,極 東 市 場 で は 日本 の アル カ リ製 品工 業 が
台 頭 し,ICI社の大 き な脅 威 とな って い は い たが(Economist,Co〃2.H蹴&Rev〔1932〕p.48.),1931年につ
い て は世 界 恐 慌 や 日本 の攻 勢 の み な らず,中 国 で の 「大 洪水 」(catastrophicfloods)による とこ ろ も大 きか っ
た(ICI,Ann.Rep.〔1931〕p.5.)。
勧1931年 の 投 下 資 本 額,遊 休 資 産 額,売 上 総 額,純 取 引利 益(以 上,単 位:ポ ン ド),投 下 資本 利 益 率(単
位:%)を み る と,ア ル カ リ ・グ ル ー プが1676万1238,109万3564,572万1617,183万3376,10.94,一般
化 学 製 品 グ ル ー プは1253万2354,80万9941,488万8535,34万5143,2.75であ っ た(Reader〔1975〕Table
8.)。
働 一 方 で,恐 慌 初期 の1930年に は冷 却 用(冷 蔵 庫)塩 化 メチ ル ・塩化 エ チル 工 場 が完 成 して い る もの の(ICI
〔1947〕p.57.),時期 的 にみ て1920年代 末 の景 気 拡 大 期 に計 画 ・着工 され た もの で あ ろ う。
働 森(1975)190頁;Aldcr颪(1970)p.43.参照 。 な お,H.W,リ チ ャー ドス ン(H,W.Richardson)は,恐
慌 か らの 回復 につ い て は や や慎 重 な態 度 を と って お り,1932年を 「回復 とい う よ りむ しろ わず か に進 行 が食
い止 め られ た 後 退(barelyarresteddecline)〔期 〕」(Richardson〔1967〕p,24.)と認 識 してい る。
㈲ICI社 は,ヨ ー ロ ッパ,ア メ リ カの アル カ リ企 業 ・団 体 との 問 で 「国際 ア ル カ リ ・カ ル テ ル」(theWorld
AlkaliCartel)を締結 し,カ ナ ダ を除 くイギ リス 帝 国諸 地 域 にお け る ア ル カ リ製 品輸 出の 排 他 的権 利 を有 して
い た。 同 カル テ ル につ いて は,松 田(1996a)123・4頁を参 照 。
(41,1931年の 爆 薬 グ ル ー プの 投 下資 本 額,遊 休資 産 額,売 上総 額,純 取 引利 益(以 上,単 位:ポ ン ド),投下資
本利 益 率(単 位:%)を み て お く と,893万8346,4万0461,397万2512,83万9088,9.39であ り(Reader
〔1975〕Table8.),遊休 資 産 は,価 額 お よ び投 下 資 本 額 に対 す る比 率 にお いて,ICI社各 グ ル ー プ 内で 最 も低
く,投 下資 本 利 益 率 も比 較 高 い こ とか ら,ノ ー ベ ル ・イ ン ダ ス トリ ーズ 社 末期 以 来 継 続 さ れ て き た集 中 ・合
理化 が,あ る程 度進 展 して い た と も考 え られ る。
(42;ICI社は,デ ュ ・ボ ン社,ド イ ツ爆 薬 企 業(IGフ ァ ルベ ン社 系)と の 間 で 「国 際 爆 薬 カ ル テ ル 」(the
ExplosivesCarte:)を締 結 し,カ ナ ダ を除 くイギ リス 帝 国 に お け る爆 薬 輸 出 の排 他 的 権利 を有 して い た。 同 カ
ル テ ル につ い て は,松 田(1996a)125-6頁を参 照 。
(43,ICI社が 製造 して い た主 な非 鉄 金 属 製 品 は,各 種 非鉄 金 属,ス ポ ー ッ用 弾 薬,小 火器 用 弾 薬,フ ァ スナ ー,
オー トバ イ,(自 動 車 用)ラ ジエ ター な どで あ っ た(ICI,、肋".Red.〔1930〕p.8,)。
㈹1931年 の 金 属 グ ル ー プ の投 下 資 本 額,遊 休 資 産 額,売 上 総 額,純 取 引 利益(以 上,単 位:ポ ン ド),投 下
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資 本 利 益 率(単 位:%)は,556万2987,40万6918,430万4835,22万1384,3。98であ り(Reader〔1975〕
Table8.),第2表の1932年の値 と比 較 す る と,1年 の相 違 が あ る とはい え,売 上 総 額,純 取 引 利 益,投 下 資 本
利益 率 が,か な り低 く表 れ てい る 。
㈲ そ れ で も,恐 慌 下で は賃 金 の 下 方 硬 直 化 もあ り(森 〔1988〕150頁),ユニ リー ヴ ァ社 や コー トー ルズ 社 な
ど消 費財 供 給 企 業 に比 較 す れ ば,ICI社の よ うな生 産財 供 給 企 業 の お か れ た状 況 は相 対 的 に は厳 しい もの であ
った(A血alion〔1987〕邦訳227頁)。
㈲ 「中 央 基 金 」 は,建 物 ・工 場 の 陳腐 化,新 製 品 ・新 製 法の 導 入,通 常 の 摩 損 ・破 損 に伴 う減耗 に備 え た本
社 勘定 の社 内留 保 で あ り,子 会社 にお け る資 本 支 出,減 価 償 却,さ ら には 本社 にお ける 「一 般留 保 」(た だ し,
「一 般 留 保 」 か ら 「中 央 基 金 」 へ の振 替 え も行 わ れて い た)と は別 勘 定 の留 保 と して 設 け られ て い た(ICI,
Ann.Red.〔1931〕pp.11-2.)。
働 恐 慌 ・回 復 過 程 に お い て 賃 金 率(名 目 な い し実 質)が 顕 著 に上 昇 して い た こ とが 指 摘 され て い る が
(Hatton〔1994〕p.378;森〔1975〕181頁,図14,15),化学産 業 に 限 れ ば1931,32,33,34年の 年 間 賃 金
(単位:ポ ン ド,名 目)は,137,135,137,137(Chapman/Knight〔1953〕Tables44,45.より算 出)と ほ と
ん ど上 昇 して い な い。従 っ て,化 学 産 業 な い しICI社にお け る雇 用 拡 大 の遅 れ は,産 業一 般 にみ られ る よ う な
賃 金 率 の 上 昇 に起 因 す る もの で は な く,む しろ恐 慌 ・回復 過 程 で同 社 が 一 貫 して合 理化 を迫 ら れ続 け,雇 用
を拡 大 す る 余 裕 が なか っ た もの と考 え ら れ る。 た だ し,ICI社につ いて は,こ う した相 対 的 に低 い賃 金 率 が,
一 面 で は 同社 の利 潤増 大 に寄 与 した こと も指 摘 で きる。
㈹ 会長 で あ る メ ル チェ ッ ト卿 が,ベ ル ギ ー の ソ ー ダ企業,ソ ル ヴ ェ イ社(SolvayetCie.)に対 して,ICI社株
を購 入 して 同社 を救 済 す る よ う依 頼 した ほ ど,財 政状 況 は厳 しい もの で あ った(Reader〔1975〕p.117-8.)。
(49)回復 ・拡 大 過 程 の イ ギ リス 資 本 主 義 に つ い て は,森(1975)191-206頁;Aldcroft(1970)pp.43-5;
Richardson(1967)ch.2.,特にpp.28-35.,産業 活動 の 回復 ・拡 大 はibid.,ch.4;1Uford(1996)pp.158・68,を
参 照。
㈹ 人 造 石 油15万 トンの う ち10万 トンは 石 炭,5万 トン は ク レオ ソー ト油 お よ び タ ー ル油 を原 料 と して い る
(S'α'駕〔1May1937〕p.704;ICI,Aηη.Red.〔1935〕p.9,)。また,副 産物 と して,ブ タ ン,フ ェ ノー ル,ク
レゾ ー ル の生 産 も行 わ れ て い た(ICI,Ann。Rep〔1936〕pp.9-10.)。
61)「た だ し,人 造 石 油 の販 売 につ い て は,シ ェル=メ ック スB.P.社(Shel1-Mex,B.P.Co.)および ア ング ロ=
ア メ リカ ン ・オ イ ル社(Angl(》AmericanOilCo.)の2社が 担 って い た(ICI,Ann.Rの.〔1935〕p.10.)。
國 染料 グル ー プで は,合 成 染料 に代 表 さ れ る有 機 重 化学 製品 部 門の み な らず,ゴ ム 製 品,薬 品,農 薬,合 成
樹 脂 な ど(有 機)精 製化 学 部 門 にお い て も,積 極 的 な製 品 開発 お よび そ の事 業 化 が進 展 してい た 。
岡 「我 が 国 の 染 料 製造 工 業 の大 部 分 は,今 や一 社 〔ICI社〕 の支 配 下 に置 か れ て い る」(染 料 工 業 振 興 委 員 会
〔theDyestuffsIndustryDevelopmentCommittee〕:Plummer〔1937〕pp.261-2.)。
岡 染 料 の 輸 入 量 と 国内 生 産 量(単 位:1bs.)を1913,22,29年につ い てみ れ ば,輸 入 量 が3260万3573,640
万0912,567万7056と減 少 す る一 方(1930年代 につ い て は,前 註32参 照),国 内 生 産 量 は911万4134,2080
万2563,5578万5032と増 加 して お り(ABCM〔1930〕App.B.C。),「染料(輸 入 規 制)法 」 が極 め て効 果 的
に機 能 して い た こ とが 伺 え る。 同法 が 上 げた 「効 果 」 に つ い て は,GB(1921)pp.419-20;ABCM(1930)
pp.9-15.を参 照 。
岡 「国 際 協 定 」 締 結 企 業 に つ い て は,Fox(1987)p.182,note21,ch.XVIIL,また 同協 定 につ い て は,Fox
(1987)pp.182・3;Reader(1975)pp.194-5.を参 照 。
岡 市 場 の 「保 護 と独 占 」 は,11b.当た りの 染料 価 格(単 位:ポ ン ド)を1931年の16.742から翌1932年に は
19.305,1933年に は22.418と急 上昇 させ た(Reader〔1975〕Table26.)。染 料 使 用 業 者 組 合(theColour
Users'Association:CUA)は,価格 の 高騰 で重 荷 を負 わ され て い る点,イ ギ リス 染料 工 業 の 規 模 が 拡大 して
こ とで 保 護 の必 要性 が な くな っ た点 を指 摘 してい る(Richardson〔1962〕p.127.)。なお,ICI社に よる 「価 格
釣 り上 げ 」 に対 す るCUAの 対応 や 「国際 協 定」 締 結 後 の 染料 工 業 に つ い ては,Plummer(1937)pp.263ff.を
参 照 。
㈲ 染 料 グル ー プ の研 究 ・開発 につ い て は,Fox(1987)ch.XIX.を参照 。
側 同 年,IGフ ァ ル ベ ン社 も,同 じ くフ タ ロ シ アニ ン顔 料 を独 自 に 開発 して い るが(Hardie/Pratt〔1966〕p.
164.),リー ダー は この 点 に つ い て,IGフ ァル ベ ン社が 「難 攻 不 落 」(unassailable)の特 許 の 「裏 を か い て」
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(out且anked)同製品 を市 場 に投 入 した(Reader〔1975〕p.332.)として い る。 ま た,同 年,ア メ リカや 日本
で も同種 製 品 が 製 造 さ れ は じめ て い る(Economist,Co〃2.Hut.&Rev〔1936〕p.56.)。
㈲ 「〔第 二 次 世 界 〕 大 戦 前 に は,化 学,爆 薬,発 射 火 薬 お よび 弾 薬 工 場 を含 む 陸 軍 省 代 理 工 場(theWar
Officeagencyfactories)のほ とん どが,ICI社の傘 下 にあ っ た」(Homby〔1958〕p.157.)。再 軍 備 過 程 にお け
るICI社の 対 応 に つ い て は,Reader(1975)chs,14-5;Hornby(1958)pp.107-12,147・61;S鰯醜(2May
lg36)p.748。を参 照 。
㈹ もち ろ ん,爆 薬 ・金属 両 グル ー プ の み な らず,ICI社は多 様 な形態 で再 軍 備 に呼応 して い る。例 え ば,1937
年 か ら39年にか け て,同 社 は,18ヶ所 に及 ぷ 政 府 の代 理 工 場 を建 設 ・経 営 して お り(Homby〔1958〕p.149.),
同 工場 が 生産 して い た品 目 は,爆 薬,発 射 火薬,兵 器;ア ンモ ニ ア,硝 酸 ア ンモ ニ ウム;塩 素;軽 合 金;飛
行 機 燃 料(最 大 規 模 の 工 場);毒 ガ ス(最 大 規 模 の投 資);各 種 化 学 素 材 な ど にわ た っ て い る(Reader
〔1975〕p.256.)。また,ICI社の資 本 支 出 を1938,39年につ い て み る と(単 位:ポ ン ド),ICI社本 来 の事 業 に
対 す る支 出が300万,250万で あ るの に対 し,政 府 に代 わ ってICI社が行 っ た軍 需 事 業 に対 す る支 出 は280万,
460万に の ぼ り,1944年まで の合 計 額 で は,前 者 の2030万に対 して,後 者 は そ れ をは るか に 凌 ぐ5850万で あ
った(Reader〔1975〕Table17.)。さ らに,1936年か ら39年の間 にICI社が 代 理 工 場 の建 設 にあ た っ て支 出 し
た 費用 総 額 は,政 府 に よ る陸 軍:軍需 工 場(theRoya10rdnanceFactory)建設 の た め の費 用 総 額 に ほ ぼ等 しか
った(Homby〔1958〕pp.157-8.)。
(61;当初 は,「 政 府 の 再 軍 備 計 画 に 伴 う生 産 能 力 へ の 要 請 に は,通 常 の 事 業 を 妨 げ る こ と な く(without
interferingwithnormalbusiness)応じる」 はず で あ った(ICI,Ann.Rep〔1936〕p.12.)。
(s21CI社の 合 成樹 脂 事 業 に つ い て は,Reader(1975)ch.19;Kennedy(1993)ch。4.を参 照 。
㈹ そ の 他 に も,ク ロ イ ドン工 場 で は 石 炭 酸 製 品 の生 産 が行 わ れ て い た。 ま た,1935年,ウ ェ リ ン ・ガ ー デ
ン ・シ テ ィ(WelwynGardenCity)1こは尿 酸 ホ ル ム ア ル デ ヒ ド工 場 が 建設 さ れ,需 要 の増 大 に即 して生 産規
模 の拡 張 も試 み られて い る(IC],Ann.R砂。〔1935〕p.16,〔1937〕p.15.)。
@)「 パ ー ス ペ クス 」 の 収 益(単 位:ポ ン ド)を1937,38,39年に つ い て み る と,売 上 高 は7万8000.18万
9000,31万8000であ り,粗 取 引 利 益 は6000,1万9500,7万7000であ っ た(Reader〔1975〕Table31。)。
(s5,ポリエ チ レ ンの売 上 量(単 位:ト ン),利 益(単 位:ポ ン ド)を1939,40,41,42,43年につ い てみ て み
る と,売 上 量 は10,105,177,557,920,利益 は1941年まで損 失 が 続 き,1942年以 降8万6000,10万6000
で あ っ た(Reader〔1975〕Table29.)。
㈹ ・ポ リエ チ レン は,合 成樹 脂 で は あ る が,ア ル カ リ ・グ ル ー プ に よっ て 開発 ・生 産 され て い た た め(Reader
〔1975〕pp。349ff.),プラス テ ィ ック ・グル ー プ傘 下 の 製 品 に はあ た らな い。
(67」そ の 他 の 新 製 品 開 発 に つ い て も触 れ て お くと,1930年代 を通 じて研 究 が 続 け られ て き た ポ リ塩 化 ビニ ル
(PVC)も,や や遅 れ て1941年,ラ ン コー ン にお い て 生 産 が 開始 され てい る(Hardie/Pratt〔1966〕p.209.)。
また,1920年代 末 以 来,染 料 グ ル ー プの 研 究 部 門 にお い て 医薬 品 の研 究 ・開 発 が 進 め られ る一 方,一 部 の染
料 な どが 医 薬 品 産 業 に 供 給 さ れ て は い た が,1936年,同 研 究 部 門 内 に 医 療 化 学 製 品 課(theMedical
ChemicalsSectioc)が正 式 に設 立 され,研 究 ・開発 が 強 化 され る に至 っ た。 そ して,1942年に はス ルポ メ タ
ジ ン,1946年に は抗 マ ラ リヤ 薬 の パ ル ドリ ン な ど が 開 発 ・製 品 化 さ れ て い る(ICI〔1957〕pp.1-11;
Hardie/Pra賃〔1966〕pp.171-2.)Q
㈹ 景 気 拡 大 に伴 うICI杜の利 益 増 大=利 益 率 上 昇 につ い て若 干 の 補足 を してお くと,① 景:気の 拡大=生 産 の増
大 が 「費 用 逓 減 産 業 」 た るICI社に と って 「規模 の経 済」 を機 能 させ た,②1930年代 央 以 降,物 価 の 大幅 な
上 昇 に対 して 賃 金 率 は緩 やか に しか 上 昇 ★して い なか った,③ 国 内 ・帝 国市 場 の 「独 占」 に伴 い 「独 占利 潤 」
を取 得 させ た点 が,そ の 要 因 と指摘 で き よ う。 た だ し,減 資 お よび 資 産抹 消 に よっ て使 用 資 本 額 は ほ とん ど
上 昇 して お らず,利 益 が増 大 す れ ば利 益 率 が 大 幅 に上 昇 す る点 に も留 意 す る 必 要が あろ う。
★1931,33,35,36,37年につ いて,化 学製 品の卸売物価上 昇(1931年=100)をみ る と,100,101,101,104,111
であった(Mitchell/Deane〔1962〕p.477.より算出。 なお,原 表は1930年=100であ ったが,物 価上昇 をみ るために,
同表 をもとに改 めて算 出 した)。一方,化 学産業従事者の賃金率上昇 は,100100,100,102,105(Chapman/Knight
〔1953〕Tables44,45,より算出)で あ り,1930年代後半 に向か って両者の差 は徐々に拡大 している。
(69;景気 拡 大 過 程(1935・37年)の平 均 失 業 率 は15.5%であ り,失 業 者 数 も・よ うや く200万人 を下 回 っ たにす ぎ
ず(Richardson〔1967〕p.29.),ピー ク時 の1937年です ら失 業 保 険 給付 率 は9.1%,失業者 数 も140万人 に の
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ぼ っ た(1Udcroft〔1970〕p.44。)。雇 用者 数 の変 化(1931年;100)を1931,33,35,37年に つ い て みれ ば,
化 学 産業 全 体 が100,105,110,122であ り(Chapman/Knight〔1953〕Table44.より算 出),ICI社の 場 合 が
100,114,135,154(第1表よ り算 出)で あ る か ら,単 純 に は 比較 で きな い もの の,そ の急 速 な増 大 が 伺 え
る。
㈲ 減 資 は,後 配 株(10シ リ ン グ 〔=50ペ ンス 〕)4株を 普通 株(1ポ ン ド)1株 に交 換 す る方 法 で行 わ れ た 。
こ の結 果,後 配 株1086万8281ポン ドが全 て普 通 株543万4141ポン ド分 に転 換 され,そ の 転 換 と同 額分 が 減 資
さ れ た(ICI,Ann.Rep.〔1935〕pp.21-2,p.39.)。
㈹ 資 産抹 消 政 策 の対 象 と な った 過 剰 資 本 は,ビ リ ンガ ム工 場 にお け るア ンモ ニ ア合 成 事 業 お よ び人 造 石 油 事
業 な ど の工 場 設 備,ス ペ イ ン,パ レス チ ナお よ び海外 販 売 子 会 社 な どの海 外 事 業 で あ っ た 。 こ の 間 に38ヵ所
の工 場 が 閉 鎖 され,集 中 計 画 に は700万ポ ン ドが費 や され て いる(S'α'醜〔1May1937〕pp.704・5.)。
㈱ マ ク ロ 的 に み て も,1929,31,33,35,36,37,38年につ いて,粗 固定 資 本 形 成(1930年価 格,単 位:ポ
ン ド;1931年=100)が1460万(292),500万(100),420万(84),860万(172),970万(194),1080万
(216),830万(166)(Feinstein〔1965〕Table8.41.)とほ ぼ パ ラ レル に推 移 して い た。
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